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STEP１-１ 基本情報
組合コード 62999
組合名称 池田泉州銀行健康保険組合
形態 単一
業種 金融業、保険業

令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
被保険者数
* 平均年齢は
特例退職被保
険者を除く

3,270名
男性55.1%

（平均年齢45.0歳）*
女性44.9%

（平均年齢43.2歳）*

-名
男性-%

（平均年齢-歳）*
女性-%

（平均年齢-歳）*

-名
男性-%

（平均年齢-歳）*
女性-%

（平均年齢-歳）*
特例退職被保険
者数

0名 -名 -名

加入者数 6,005名 -名 -名
適用事業所数 14ヵ所 -ヵ所 -ヵ所
対象となる拠点
数

1ヵ所 -ヵ所 -ヵ所

保険料率
*調整を含む

108.00‰ -‰ -‰

健康保険組合と事業主側の医療専門職
令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
常勤(人) 非常勤(人) 常勤(人) 非常勤(人) 常勤(人) 非常勤(人)

健保組合 顧問医 0 0 - - - -
保健師等 0 0 - - - -

事業主 産業医 0 5 - - - -
保健師等 3 0 - - - -

第3期における基礎数値
（令和4年度の実績値）

特定健康診査実施率 
(特定健康診査実施者数÷
特定健康診査対象者数)

全体 2,351 ∕ 2,654 ＝ 88.6 ％
被保険者 1,897 ∕ 1,919 ＝ 98.9 ％
被扶養者 454 ∕ 735 ＝ 61.8 ％

特定保健指導実施率 
(特定保健指導実施者数÷
特定保健指導対象者数)

全体 170 ∕ 297 ＝ 57.2 ％
被保険者 156 ∕ 217 ＝ 71.9 ％
被扶養者 14 ∕ 80 ＝ 17.5 ％

令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
予算額(千円) 被保険者一人

当たり金額（円） 予算額(千円) 被保険者一人
当たり金額（円） 予算額(千円) 被保険者一人

当たり金額（円）

保健事業費

特定健康診査事業費 18,819 5,755 - - - -
特定保健指導事業費 2,740 838 - - - -
保健指導宣伝費 3,190 976 - - - -
疾病予防費 130,355 39,864 - - - -
体育奨励費 564 172 - - - -
直営保養所費 0 0 - - - -
その他 2 1 - - - -
　
小計　…a 155,670 47,606 0 - 0 -
経常支出合計　…b 2,141,924 655,023 - - - -
a/b×100 （%） 7.27 - -
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令和8年度見込み
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男性（被保険者）
令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
0〜4 0人 5〜9 0人 0〜4 -人 5〜9 -人 0〜4 -人 5〜9 -人
10〜14 0人 15〜19 0人 10〜14 -人 15〜19 -人 10〜14 -人 15〜19 -人
20〜24 109人 25〜29 215人 20〜24 -人 25〜29 -人 20〜24 -人 25〜29 -人
30〜34 125人 35〜39 302人 30〜34 -人 35〜39 -人 30〜34 -人 35〜39 -人
40〜44 249人 45〜49 144人 40〜44 -人 45〜49 -人 40〜44 -人 45〜49 -人
50〜54 242人 55〜59 223人 50〜54 -人 55〜59 -人 50〜54 -人 55〜59 -人
60〜64 127人 65〜69 62人 60〜64 -人 65〜69 -人 60〜64 -人 65〜69 -人
70〜74 3人 70〜74 -人 70〜74 -人

女性（被保険者）
令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
0〜4 0人 5〜9 0人 0〜4 -人 5〜9 -人 0〜4 -人 5〜9 -人
10〜14 0人 15〜19 0人 10〜14 -人 15〜19 -人 10〜14 -人 15〜19 -人
20〜24 103人 25〜29 173人 20〜24 -人 25〜29 -人 20〜24 -人 25〜29 -人
30〜34 125人 35〜39 261人 30〜34 -人 35〜39 -人 30〜34 -人 35〜39 -人
40〜44 162人 45〜49 143人 40〜44 -人 45〜49 -人 40〜44 -人 45〜49 -人
50〜54 207人 55〜59 185人 50〜54 -人 55〜59 -人 50〜54 -人 55〜59 -人
60〜64 105人 65〜69 5人 60〜64 -人 65〜69 -人 60〜64 -人 65〜69 -人
70〜74 0人 70〜74 -人 70〜74 -人

男性（被扶養者）
令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
0〜4 179人 5〜9 246人 0〜4 -人 5〜9 -人 0〜4 -人 5〜9 -人
10〜14 186人 15〜19 176人 10〜14 -人 15〜19 -人 10〜14 -人 15〜19 -人
20〜24 148人 25〜29 18人 20〜24 -人 25〜29 -人 20〜24 -人 25〜29 -人
30〜34 1人 35〜39 3人 30〜34 -人 35〜39 -人 30〜34 -人 35〜39 -人
40〜44 0人 45〜49 0人 40〜44 -人 45〜49 -人 40〜44 -人 45〜49 -人
50〜54 0人 55〜59 3人 50〜54 -人 55〜59 -人 50〜54 -人 55〜59 -人
60〜64 2人 65〜69 0人 60〜64 -人 65〜69 -人 60〜64 -人 65〜69 -人
70〜74 1人 70〜74 -人 70〜74 -人

女性（被扶養者）
令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
0〜4 168人 5〜9 227人 0〜4 -人 5〜9 -人 0〜4 -人 5〜9 -人
10〜14 184人 15〜19 162人 10〜14 -人 15〜19 -人 10〜14 -人 15〜19 -人
20〜24 125人 25〜29 15人 20〜24 -人 25〜29 -人 20〜24 -人 25〜29 -人
30〜34 37人 35〜39 155人 30〜34 -人 35〜39 -人 30〜34 -人 35〜39 -人
40〜44 131人 45〜49 95人 40〜44 -人 45〜49 -人 40〜44 -人 45〜49 -人
50〜54 203人 55〜59 180人 50〜54 -人 55〜59 -人 50〜54 -人 55〜59 -人
60〜64 68人 65〜69 17人 60〜64 -人 65〜69 -人 60〜64 -人 65〜69 -人
70〜74 5人 70〜74 -人 70〜74 -人

基本情報から見える特徴
・男女共、平均年齢が上昇している。
・前期高齢者数が高止まりしている。
・65歳以上の被保険者が増加している。
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STEP１-２ 保健事業の実施状況
保健事業の整理から見える特徴
1.被扶養配偶者の健診を「ドック健診」もしくは「生活習慣病健診」の選択制とした結果、受診率は上昇したが、さらに受診勧奨を強化する必要がある。
2.特定保健指導についても、受診勧奨の強化や、当日初回面談実施可能な健診機関との追加契約により指導率は上昇した。
　しかし「特定保健指導対象者を減らす」等の明確なアウトカムを設定する必要がある。
3.高齢になるに従い一人当たり保険給付費は平均比劣勢であり、生活習慣病に対する重症化予防策を強化する必要がある。

事業の一覧
職場環境の整備
加入者への意識づけ
　特定健康診査事業 　「特定健診を受けましょう」の配付
　保健指導宣伝 　「新入社員の健康プラン」の配布
　保健指導宣伝 　機関紙「保健だより」の発刊
　保健指導宣伝 　「健保ニュース」の発刊
　保健指導宣伝 　「ヘルス&ライフ」の配布
個別の事業
　特定健康診査事業 　特定健診受診（被保険者）
　特定健康診査事業 　特定健診受診（被扶養者）
　特定保健指導事業 　特定保健指導
　保健指導宣伝 　後発医薬品の差額通知
　保健指導宣伝 　すこやかエイジ（電話保健指導）
　疾病予防 　ドック健診（被保険者）
　疾病予防 　ドック健診（被扶養配偶者）
　疾病予防 　生活習慣病健診(被保険者）
　疾病予防 　生活習慣病健診(被扶養配偶者）
　疾病予防 　生活習慣病重症化予防
　疾病予防 　禁煙サポート事業
　疾病予防 　出張健康相談
　疾病予防 　二次健診
　疾病予防 　インフルエンザ予防接種補助
　体育奨励 　ソフトボール大会補助費用
　体育奨励 　契約スポーツ施設
事業主の取組
　1 　定期健康診断
※事業は予算科目順に並び替えて表示されています。
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職場環境の整備
加入者への意識づけ
特
定
健
康
診
査
事
業

2,3,5
「特定健診を
受けましょう
」の配付

被扶養者も含めた任意継続者の特定健診受診率の引き上げを図る。 全て 男女
40
〜
74

任意継
続者 13

任意継続者全員に対し、次年度保険料
の案内時に特定健診リーフレットを同
封して郵送。

任意継続被保険者への接触が少ない中
で、案内できる機会を必ず捉えること
ができる。

任意継続加入者の受診率アップが課題
。受診券未請求の全てが未受診者か否
かも不明（別途、市の健診などを自発
的に受診している可能性も考えられる
）。

4

保
健
指
導
宣
伝

1,2,5
「新入社員の
健康プラン」
の配布

人事部との協働により、同部が実施する新入職員研修の場において、
食習慣や運動習慣、睡眠、ストレス解消など、新社会人としての健康
管理の意識づけを行うとともに、健康保険制度の概要について解説す
る。

母体企
業 男女

22
〜
25

被保険
者,基準
該当者

27 入行直後の新入職員研修時に、健康管
理、健康保険制度について解説。新型
コロナ感染対策緩和により対面開催。

人事部主催の新入職員研修の中のカリ
キュラムであり、全員が受講。
また、4年ぶりの対面講義であり受講者
側の反応度合も感じられた。

多くのカリキュラムの中の一つであり
、本体業務とは関係が薄いなか、内容
がどこまで記憶されるか不明。

4

2,5
機関紙「保健
だより」の発
刊

健康リテラシー向上の為、時節に応じた内容で「保健だより」を定期
的に発刊する。 全て 男女

22
〜
74

被保険
者 0 時節に応じた内容を吟味し毎月発刊で

きた。
時節に応じた内容で、見やすく、わか
りやすい編集を行った。月１回である
が、増刊号も合わせ、計14回配信。

毎年同じテーマになりがちであり、新
たな視点からのテーマづくりも必要で
ある。

5

2,5 「健保ニュー
ス」の発刊

ドック健診や禁煙サポート事業などの保健事業展開や、健保財政の情
報発信をタイムリーに行い、加入者の情報リテラシーの醸成に繋げる
。

全て 男女
22
〜
74

被保険
者 0 毎月１回を基本に発信することができ

た。
昨年度より、イントラに配信を展開。
被保険者への周知の機会が広がった。

イントラ配信の一方通行であり、反応
度は不明。 5

2,5 「ヘルス&ライ
フ」の配布 前期高齢者の医療費抑制に向け、65歳を迎える前に、予防活動の意識

の高い被扶養者を増やす。 全て 男女
63
〜
64

被扶養
者,基準
該当者

37 4月・7月・10月・1月の年４回、延べ9
0名に送付。 対象者全員への送付完了。 対象者の既読状況や、これによる行動

変容の有無が確認できていない。 4

個別の事業
特
定
健
康
診
査
事
業

1,2,3 特定健診受診
（被保険者） 病気や身体の不調の早期発見に向け、健診受診率を向上させる。 全て 男女

40
〜
74

被保険
者,基準
該当者

14,012

健保組合より対象者への受診勧奨を実
施するとともに、未受診者への個別勧
奨を行った。
対象者　1,919名
受診者　1,897名
受診率　　98.9%（再掲　任継除く
98.4%）

40歳以上のドック健診には特定健診が
組み込まれていること。また健診機関
での新型コロナウィルス感染対策への
認知も広がり、任継被保険者を除く対
象者は休職者を除き全員が受診。

年度末近くの受診者が多く、受診日変
更に余裕が持てるよう、より早期での
受診を促す必要がある。
また、新型コロナ感染の影響か、前期
高齢者の多い任継者の受診率は
25.3%（対前年比△13.5ポイント）とな
り、今後も受診勧奨を強化する必要が
ある。

4

2,3,5 特定健診受診
（被扶養者） 病気や身体の不調の早期発見に向け、健診受診率を向上させる。 全て 男女

40
〜
74

被扶養
者,基準
該当者 3,135

年度初めに健保組合より被扶養配偶者
へ受診勧奨の案内を送付。また被保険
者を通じた受診勧奨を実施。
対象者（任継者含む）735名
　受診者454名　受診率61.8%

生活習慣病健診の導入、被保険者を通
じた受診依頼を実施。
受診案内を見やすく、わかりやすい内
容に変更。
受診率は前年比＋0.8ポイントとなった
。

未受診要因（他所で受診済みor未受診
など）の把握や、受診率向上に向けた
対象者への個別勧奨の強化策が必要で
ある。

4

特
定
保
健
指
導
事
業

1,2,4 特定保健指導 メタボ解消に向け、保健指導実施率を向上させる。 全て 男女
40
〜
74

被保険
者,被扶
養者,基
準該当

者
2,598

契約健診機関および健康管理室保健師
から対象者全員に受診勧奨を実施。人
事部からの勧奨も実施。
【全体】　　　　対象者　297名
　　　　　　　　受診者　170名
　　　　　　　　実施率　57.2%
【動機づけ支援】対象者　158名
　　　　　　　　受診者　105名　　
　　　　　　　　実施率　66.5%
【積極的支援】　対象者　139名
　　　　　　　　受診者　 65名
　　　　　　　　実施率　46.8%

契約健診機関では当日初回面談を実施
。さらに遠隔特定保健指導の手法も導
入。
また、保健指導未受診者には、保健師
だけでなく、事業主側からの受診勧奨
も実施した。

特定健診の受診が年度末に集中し、特
保の開始が翌年度となる。このため、
指導開始が遅くなり10月末までの実績
に反映しない事例も散見されることか
ら、特定健診の受診時期の早期化が必
要。

4

予
算
科
目

注1)
事業
分類

事業名 事業目標
対象者

事業費
(千円)

振り返り
注2)
評価対象

事業所 性別 年
齢 対象者 実施状況・時期 成功・推進要因 課題及び阻害要因
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保
健
指
導
宣
伝

1,2,5,
7

後発医薬品の
差額通知 後発医薬品の利用促進を進め、その使用割合を高める。 全て 男女

22
〜（

上
限
な
し）

基準該
当者 471

差額通知はWEBにより毎月、該当者に
通知。希望シールの配布は、新規資格
取得者の保険証発行に合わせて随時実
施。4月に健保ニュースを発行し、利用
促進に加えWEB通知の周知も行った。
令和4年度置き換え率65.4%　削減額27
百万円

WEBでの被保険者への通知や利用促進
の周知ニュースにより、後発医薬品の
利用意識は高められている。

毎年利用促進の案内を発信しているが
、継続して周知し続ける必要がある。 4

2,4,5,
6

すこやかエイ
ジ（電話保健
指導）

前期高齢者になる直前の加入者に対し、生活習慣の改善を促すことを
目的に、アンケートに基づく電話保健指導を実施。 全て 男女

63
〜
63

加入者
全員 528

電話指導対象者　36名　　
　　指導修了者　20名
　指導修了者率　55.6%
修了者20名のうち、健康状態が改善し
たと回答した者12名。改善率60.0%

アンケート回答者では意識も高く、指
導修了に至る割合も高く、生活習慣の
改善を目標にする者が多い。

最終アンケートまで継続しない者も一
定割合あり。最終までの返送率をアッ
プし、電話保健指導に繋がる効果的な
対策を検討する必要がある。

3

疾
病
予
防

1,3,4 ドック健診（
被保険者）

定期健診、特定健診と兼用のため受診は義務化されており、一人でも
多く、病気の早期発見に繋げる。 全て 男女

30
〜
74

被保険
者,基準
該当者

82,904

40歳以上ドックは通年（本人の希望時
期）
30・35歳ドックはそれぞれ10〜11月、
1〜2月（受診日を指定）に実施。
　対象者　2,173名
　受診者　2,141名
　受診率　 98.5%

40歳以上の受診予約未報告者には、健
保組合より個別に督促を行ったことに
より、休職者を除く対象者全員が受診
した。

40歳以上は、自ら行うドック健診の予
約が遅くなり、希望日どおりの受診や
、胃カメラへの変更が困難なケースが
見受けられた。

4

2,3,4
ドック健診（
被扶養配偶者
）

病気や身体の不調の早期発見に向け、健診受診率を向上させる。 全て 男女
30
〜
74

被扶養
者,基準
該当者

6,928
人間ドック、生活習慣病健診合計
　対象者　915名
　受診者　559名
　受診率　61.1%（前年比変わらず）

健保組合より被扶養配偶者に直接案内
を送付。合わせて被保険者経由での受
診依頼を実施。夫婦同伴で受診するケ
ースが増加している。
受診制度の選択制を分かりやすいよう
に改善。

未受診者への個別受診勧奨の実施がで
きていないこと、および他所での受診
有無の把握が必要である。

4

1,3 生活習慣病健
診(被保険者） 定期健診を兼ねることで受診を義務化。病気の早期発見に繋げる。 全て 男女

36
〜
39

被保険
者,基準
該当者

13,787
対象者　546名
　受診者　546名
　受診率　100.0%

健診日を設定し受診票を対象者に送付
。人間ドックへの変更や受診日の変更
は自身が行える。

自ら行うドックへの予約変更が遅くな
り、希望日どおりの受診や、胃カメラ
への変更が困難なケースが見受けられ
た。

5

2,3,4
生活習慣病健
診(被扶養配偶
者）

病気や身体の不調の早期発見に向け、生活習慣病健診を実施する。 全て 男女
30
〜
74

被扶養
者,基準
該当者

5,925
人間ドック、生活習慣病健診合計
　対象者　915名
　受診者　559名
　受診率　61.1%（前年比変わらず）

健保組合より被扶養配偶者に直接案内
を送付。合わせて被保険者経由での受
診依頼を実施。
受診制度の選択制を分かりやすいよう
に改善。

未受診者への個別受診勧奨の実施がで
きていないこと、および他所での受診
有無の把握が必要である。

4

2,4 生活習慣病重
症化予防

高血糖、高血圧、脂質異常の基準値該当者は、特定保健指導の対象外
となる者も多く、生活習慣病の重症化リスクも高い。当該プログラム
を通じ改善に取組み、早期のうちにリスク低減を目指す。これにより
、将来の医療費負担軽減につなげる。

全て 男女
22
〜
74

加入者
全員,基
準該当

者
0

基準値に該当する177名を抽出。11月
、対象者に事業案内を事業者より発送
するとともに、事業主からも参加勧奨
を実施。
28名の参加応募があった（参加率　15.
8%）

事業主からの勧奨もあり、28名が参加
の意思表示を行った。

前年度受講者も参加可能であったが、
昨年と同内容ならと敬遠する者も見受
けられた。

4

2,5 禁煙サポート
事業

社内喫煙率は17〜18%で推移し最後の岩盤層と推察される。これまで
の禁煙対策では喫煙室の廃止や敷地内禁煙の実施に留まっていた。当
該事業の取組により一人でも多くの禁煙者を増やし、生活習慣の改善
に繋げる。

全て 男女
22
〜
74

被保険
者 0

５月全体への周知として「健保ニュー
ス」でプログラムの募集開始を紹介。
６月には喫煙者に対し、個別に案内を
送付した

個別案内の効果もあり、9名の参加申込
み（昨年度は10名）があり、卒煙成功
２名、失敗１名、６名は継続取組中。

昨年度失敗の者にも再参加案内するも
、再チャレンジには至らなかった。 4

1,2,4,
5,6 出張健康相談

被保険者の健康増進支援。若年層を対象に健康リテラシー教育を図る
。 母体企

業 男女
22
〜
30

被保険
者,基準
該当者

0

対象者グループごとに8月・9月・11月
・1月に分割して開催。一人当たり30分
程度とし健康相談や生活習慣の改善を
アドバイス。
2020年入行者　79名
2021年入行者　103名
2022年入行者　74名
30歳ドック受診者　48名　　合計304
名

社内通達により対象者の予定日時を1か
月程度前に事前通知し実施できたこと
。

事前通知の対象者以外に、希望者も面
談可としたが、コロナ前の全店巡回で
はすべての職員を対象にして点が異な
り、把握できる範囲が狭められた。

5

予
算
科
目

注1)
事業
分類

事業名 事業目標
対象者

事業費
(千円)

振り返り
注2)
評価対象

事業所 性別 年
齢 対象者 実施状況・時期 成功・推進要因 課題及び阻害要因
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1,3,4 二次健診 早期治療に向け、二次健診受診率を向上させる。 全て 男女
22
〜
74

基準該
当者 645

保健師より、対象者全員に受診勧奨を
実施。
【当年度】該当者1,220名
　　　　　受診者995名
　　　　　受診率81.6%（未了　勧奨
中）

保健師による対象者への受診勧奨を粘
り強く行うことで、受診者および受診
率の増加に繋がった。
受診結果報告の期日管理を行い、事業
主とも連携し、未報告者ゼロを目指し
た。

病気の早期発見や、重症化予防に対す
る啓蒙活動を強化するとともに、未受
診者への受診勧奨を徹底するため、報
告の期日管理を徹底する。

4

1,3
インフルエン
ザ予防接種補
助

インフルエンザの感染拡大に防止に、予防接種率を維持する。 全て 男女
0

〜
74

加入者
全員 8,103

予防接種補助の通達を２回出状。
【全体】対象者　6,187名
　補助金請求者　4,063名
　　　　請求率　65.7%
【被保険者】対象者3,392名
　　補助金請求者　2,802名
　　請求率　82.6%
【被扶養者】対象者2,795名
　　補助金請求者　1,261名
　　請求率　45.1%

8拠点での出張集団予防接種を就業時間
中に実施。被保険者の接種率は、
82.6%となった。

全体の補助金請求者の割合は、前年度
比▲3.2ポイントの65.7%となり、被保
険者、被扶養者ともに前年度割れとな
った。新型コロナウィルスの感染拡大
や新型コロナワクチン接種の影響が考
えられる。

4

体
育
奨
励

5 ソフトボール
大会補助費用 運動習慣のある加入者を増やす。 母体企

業 男女
0

〜
74

加入者
全員 300

４年ぶりの開催。
２月より参加チームの募集を開始。4月
に24チームが参加し、予選大会、決勝
大会と２日間にわたって開催された。
また、地域・社会貢献活動としてフー
ドドライブを実施。

女性や役席者も含めたチーム編成とし
、ゲーム参加者だけでなく応援者も多
く来場し、非常に盛り上がった大会と
なった。

特になし。 5

5 契約スポーツ
施設 生活習慣予防に向け、運動習慣のある加入者を増やす。 全て 男性

0
〜
74

加入者
全員 -

「リロクラブ」スポーツ施設利用者
　述べ利用者数　3,173名（前年比＋65
4名）
「リロクラブ」利用促進にかかるニュ
ースを配信

令和2年度の新型コロナウィルス感染影
響による急減から回復し、昨年度より
もさらに多くの利用実績となった。

新型コロナウィルス感染拡大の影響は
減少。今後もより多くの利用促進に繋
げるため、情宣を継続して行っていく
必要がある。

4

注１) １．職場環境の整備  ２．加入者への意識づけ  ３．健康診査  ４．保健指導・受診勧奨  ５．健康教育  ６．健康相談  ７．後発医薬品の使用促進  ８．その他の事業
注２) １．39%以下  ２．40%以上  ３．60%以上  ４．80%以上  ５．100%

予
算
科
目

注1)
事業
分類

事業名 事業目標
対象者

事業費
(千円)

振り返り
注2)
評価対象

事業所 性別 年
齢 対象者 実施状況・時期 成功・推進要因 課題及び阻害要因
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事業主の取組

定期健康診断
目的ー健康状態の確認、疾病の早期発見、早期治療、疾病予防、重
症化予防
概要ー29歳以下、31歳〜34歳対象

被保険者 男女
22
〜
34
受診率ー１００％ 事業主、健保組合での共同実施

「要再検査」、「要精密検査」の結果者の中で
、未受診者がいる。
「再検査結果」の健保組合への未送付がある。

有

事業名 事業の目的および概要
対象者 振り返り 共同

実施資格 性別 年
齢 実施状況・時期 成功・推進要因 課題及び阻害要因
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STEP１-３ 基本分析

登録済みファイル一覧
記号 ファイル画像 タイトル カテゴリ コメント
ア 年度別・年齢区分別 医療費総額／一人当たり医療費 医療費・患者数分析 ・医療費総額は50代が最も高く、次いで10代以下が高い

・一人当たり医療費は、60代以上が最大、次いで50代、10代以下、40代の
順となっている。また、20代以上では年齢階層が上がるほど高くなってい
る
・一人当たり医療費において、10代以下、20代、30代は経年に伴い増加し
ている

イ レセプト分類別 医療費構成（歯科、調剤、通院、入院） 医療費・患者数分析 ・2022年度は、通院が最も高く、次いで調剤、入院、歯科の順となってい
る
・入院が毎年変動しながら減少傾向である一方、調剤、通院は微増傾向で
ある
・調剤と通院の2022年度の医療費は2018年度以降で最高額となっている

ウ 生活習慣病別 医療費 医療費・患者数分析 ・2022年度の生活習慣病の医療費総額は2018年度以降で最少額となってい
る。患者数全体でも2021年度をピークに2022年度は減少に転じている
・2022年度時点の医療費では、糖尿病が最大で、次いで、高血圧症、高脂
血症の順に高い
・患者数は、高脂血症、糖尿病、高血圧症、高尿酸血症の順に多い

エ 疾病大項目の19分類 医療費・患者数分析 ・被保険者、被扶養者ともに消化器系疾患、新生物、内分泌・栄養・代謝
系等の医療費が高い。
・被保険者では、その他に循環器系疾患、の医療費が高い。
・被扶養者では、その他に呼吸器系疾患、皮膚・皮下組織疾患の医療費が
高い。

オ 上位疾病　121分類 医療費・患者数分析 ・医療費総額は歯科関連疾患（歯肉炎・歯周病）が最も高く、他には各種
生活習慣病、悪性新生物が上位に高い
・一人当たりの医療費では、最も高いのが「白血病」で、「てんかん」、
「乳房の悪性新生物＜腫瘍＞」、「その他の妊娠、分娩及び産じょく」が
上位となっている
・医療費総額の第2位の「2220：その他の特殊目的用コード」は新型コロ
ナ関連である

カ 上位疾病　121分類（一覧） 医療費・患者数分析 -
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キ がん　医療費・患者数 医療費・患者数分析 ・各種がんの医療費総額は、2020年度がピークで、2020～2021年度は同水
準である。
・2022年度は消化器系がんの医療費が最も高く、次いで乳がんである。

ク メンタル　医療費・患者数 医療費・患者数分析 ・メンタル系疾患の医療費総額は、2022年度は前年より増加したが減少傾
向である。
・2021～2022年度は気分［感情］障害が最も医療費が高く、次いで統合失
調症・妄想障害、神経症・ストレス障害が同水準となっている。

ケ 婦人科系疾患 医療費・患者数分析 ・生活習慣病、婦人科系がん、妊娠出産関連、女性器関連の疾患、メンタ
ル系疾患などが上位に見られる。
・直腸Ｓ状結腸移行部及び直腸の悪性新生物、気管・気管支及び肺の悪性
新生物、乳がんの一人当たり医療費が高い。

コ 特定健診受診率 特定健診分析 ・被保険者の特定健診受診率は、概ね上昇傾向である。2022年度は、2015
年度以降で最高値の98.4%である
・被扶養者の特定健診受診率は、概ね60％前後で推移している。2022年度
は61.5%である
・組合全体の特定健診受診率は、2022年度において88.6%であり、目標値9
0%を達成していない

サ 問診回答別の傾向 特定健診分析 ・喫煙率は減少傾向にあり、2020年度で15.2％と全国平均よりも低い。（
全国平均16.7％：成人喫煙率（厚生労働省国民健康・栄養調査）2019年）
・喫煙以外は、同等レベルを維持、または微減となっている。

シ 特定保健指導実施率 特定保健指導分析 ・被保険者の特定保健指導実施率は、2019年度以降上昇傾向にあり、2022
年度は56.7%である
・被扶養者の特定保健指導実施率も、2019年度以降上昇傾向にあり、2022
年度は63.6％である
・組合全体の特定保健指導実施率は、2022年度において57.2%であり、目
標値60%を達成していない

ス 特定保健指導レベル別人数 特定保健指導分析 ・特定保健指導による指導レベルの低下または指導対象者外となる対象者
がいる。
・一方で情報提供から特定保健指導対象者となる者も一定数いる。
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セ リスクフローチャート（糖尿病） 健康リスク分析 ・HbA1cが6.5%以上の加入者110人の内、67人（60.9％）が治療中である
。一方、治療していない加入者が43人（39.1％）いる
・糖尿病合併症が進行しやすいHbA1c8.4%以上の加入者が9人いる

ソ リスクフローチャート（脳卒中・心筋梗塞） 健康リスク分析 ・収縮期血圧140以上の加入者345人の内、94人（27.2％）が治療中である
。一方、治療していない加入者が251人（72.8％）いる
・悪性高血圧症とされる収縮期血圧180以上の加入者が14人いる

タ CKDマップ（慢性腎臓病） 健康リスク分析 ・受診勧奨判定値の該当者は43人。これは受診者1,721人中の2.5%
・保健指導判定値の該当者は237人存在。このうち、要注意とされる、GFR
区分がG3aで、尿蛋白が（±）および（－）の該当者は172人（保健指導判
定値該当者の72.6%）

チ BMI判定分布（健康分布図） 健康リスク分析 ・肥満該当者の割合は男性（約39%）の方が女性（約14%）より大きい
・男性の肥満該当のうち、リスク保有者（低リスクと高リスク）は約44％
いる。非肥満でもリスク保有者は約37％いる
・女性では、肥満該当のうちリスク保有者は約43％いる。非肥満該当でも
リスク保有者は約18％いる

ツ 内臓脂肪症候群該当者数 健康リスク分析 ・50代の内臓脂肪症候群該当者、予備群該当者が最も多い。
・各年代で予備群該当者が一定数いることから、新たに特定保健指導の対
象者となる「新規流入」が予想される。

テ 後発医薬品使用率推移 後発医薬品分析 ・厚生労働省が取りまとめている直近の集計結果では、後発医薬品の使用
率は78.3%であり、目標値80%を達成していない
・25～34歳および40～44歳を除いて、使用率が80％に届いていない。特に
5～19歳および65歳以上の使用率が他の年代と比較して低い
・50～59歳で「切替可能数量」が多い
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年度別・年齢区分別医療費総額／一人当たり医療費

 医療費総額は50代が最も高く、次いで10代以下が高い
 一人当たり医療費は、60代以上が最大、次いで50代、10代以下、40代の順となっている。また、20代以上では年
齢階層が上がるほど高くなっている

 一人当たり医療費において、10代以下、20代、30代は経年に伴い増加している

年度別・年齢区分別医療費総額 組合全体

0

50

100

150

200

250

300

350

～10代 20代 30代 40代 50代 60代～

2020年度 2021年度 2022年度

（百万円）

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

～10代 20代 30代 40代 50代 60代～

2020年度 2021年度 2022年度

年度別・年齢区分別一人当たり医療費 組合全体
（円/人）
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レセプト分類別医療費構成（歯科、調剤、通院、入院）

年度別・レセプト分類別医療費構成 被保険者

 2022年度は、通院が最も高く、次いで調剤、入院、歯科の順となっている
 入院が毎年変動しながら減少傾向である一方、調剤、通院は微増傾向である
 調剤と通院の2022年度の医療費は2018年度以降で最高額となっている
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年度別・レセプト分類別医療費 被保険者
（百万円）
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生活習慣病別医療費

 2022年度の生活習慣病の医療費総額は2018年度以降で最少額となっている。患者数全体でも2021年度をピークに
2022年度は減少に転じている

 2022年度時点の医療費では、糖尿病が最大で、次いで、高血圧症、高脂血症の順に高い
 患者数は、高脂血症、糖尿病、高血圧症、高尿酸血症の順に多い

2018-
2022年度

比
2022年度2021年度2020年度2019年度2018年度疾病名

115.4％800813755728693糖尿病

92.3％841027810091脳血管疾患

98.6％141144132133143虚血性心疾患

0.0％00001動脈閉塞

99.5％609624601600612高血圧症

105.7％205213210213194高尿酸血症

101.3％856906871858845高脂血症

114.2％137135146138120肝機能障害

150.0％33222高血圧性腎臓障害

20.0％11245人工透析

104.8％2,8362,9412,7972,7762,706合計

年度別・生活習慣病別患者数 組合全体年度別・生活習慣病別医療費 組合全体

104 109 
93 102 

80 

0

50

100

150

2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

糖尿病 脳血管疾患 虚血性心疾患

動脈閉塞 高血圧症 高尿酸血症

高脂血症 肝機能障害 高血圧性腎臓障害

人工透析

（百万円） （％）（人）

合計
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疾病大項目の19分類
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2020年度 2021年度 2022年度
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100

2020年度 2021年度 2022年度

年度別・疾病別医療費（19分類） 被保険者

年度別・疾病別医療費（19分類） 被扶養者

（百万円）

（百万円）
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疾病別医療費（121分類）上位疾病 組合全体（2022年度）

上位疾病

¥0
¥100,000
¥200,000
¥300,000
¥400,000
¥500,000
¥600,000
¥700,000
¥800,000

0

20

40

60

80

100

120

140
医療費総額

患者一人当たり医療費（右軸）

（百万円） （円/人）

 医療費総額は歯科関連疾患（歯肉炎・歯周病）が最も高く、他には各種生活習慣病、悪性新生物が上位に高い
 一人当たりの医療費では、最も高いのが「白血病」で、「てんかん」、「乳房の悪性新生物＜腫瘍＞」、「その他
の妊娠、分娩及び産じょく」が上位となっている

 医療費総額の第2位の「2220：その他の特殊目的用コード」は新型コロナ関連である
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上位疾病（続き）

患者一人
当たり
医療費

人数医療費総額121分類

37,3433,389126,555,8601102:歯肉炎及び歯周疾患

31,8132,52380,264,0902220:その他の特殊目的用コード

33,4891,13938,144,4301113:その他の消化器系の疾患

20,7921,59033,059,1201203:その他の皮膚及び皮下組織の疾患

14,1362,17030,674,7001006:アレルギー性鼻炎

37,06580029,652,0000402:糖尿病

36,69473727,043,5500404:その他の内分泌，栄養及び代謝疾患

39,51265425,841,1701408:乳房及びその他の女性性器の疾患

60,99342325,800,1600210:その他の悪性新生物＜腫瘍＞

17,4251,42624,848,6600704:その他の眼・付属器の疾患

24,64293122,942,0301010:喘息

34,88562121,663,3100606:その他の神経系の疾患

12,6651,68021,277,3201202:皮膚炎及び湿疹

21,04698220,667,3501905:その他の損傷及びその他の外因の影響

33,53161320,554,6700901:高血圧性疾患

22,73687519,893,5800403:脂質異常症

患者一人
当たり
医療費

人数医療費総額121分類

20,88090418,875,2000211:良性新生物＜腫瘍＞及びその他の新生物＜腫瘍＞

7,0842,18915,506,0601003:その他の急性上気道感染症

11,2311,33915,038,7501800:症状，徴候及び異常臨床所見・異常検査所見で他に分類
されないもの

193,4407614,701,4200206:乳房の悪性新生物＜腫瘍＞

24,72257414,190,5301310:その他の筋骨格系及び結合組織の障害

240,2185813,932,6600603:てんかん

9,4591,44413,658,5301005:急性気管支炎及び急性細気管支炎

676,0292013,520,5800209:白血病

62,06821413,282,5000504:気分［感情］障害（躁うつ病を含む）

39,92131812,694,8800903:その他の心疾患

11,3181,10212,472,8201011:その他の呼吸器系の疾患

110,09211312,440,4201504:その他の妊娠、分娩及び産じょく

11,3411,03611,749,5808888:ワープロ病名等

5,3122,13611,347,2900703:屈折および調節の障害

39,04829011,323,8001301:炎症性多発性関節障害

48,73121910,672,0901901:骨折

疾病別医療費（121分類）上位疾病 組合全体（2022年度） （円） （人） （円/人）
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がん

2018-2022年度比2022年度2021年度2020年度2019年度2018年度新生物 部位

166.7％55653口唇、口腔・咽頭

96.7％531545511529549消化器

68.6％5984829186呼吸器・胸腔内臓器

100.0％11111骨・関節軟骨

700.0％21151683皮膚

100.0％43554中皮・軟部組織

83.5％7678958991乳房

100.0％160170159164160女性生殖器

105.1％6265677159男性生殖器

106.9％6261526058腎尿路

100.0％13221眼、脳・中枢神経

126.2％5346484042甲状腺・内分泌腺

97.9％1,0351,0761,0441,0651,057合計

年度別・がん部位別人数 組合全体

76 
64 

85 
70 69 

0

50

100

2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

口唇、口腔・咽頭 消化器 呼吸器・胸腔内臓器 骨・関節軟骨

皮膚 中皮・軟部組織 乳房 女性生殖器

男性生殖器 腎尿路 眼、脳・中枢神経 甲状腺・内分泌腺

年度別・がん部位別医療費 組合全体（百万円）

（人） （％）

合計
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メンタル

2018-2022年度比2022年度2021年度2020年度2019年度2018年度疾病名

83.3％57326認知症

35.0％71081220神経作用物質障害

114.0％4948434643統合失調症、妄想障害

98.2％214249223230218気分［感情］障害

93.9％261283256277278神経症、ストレス障害

87.5％78358知的障害＜精神遅滞＞

130.7％1151191109388他の精神、行動障害

99.5％658724646665661合計

37 
34 

30 
27 29 

0

10

20

30

40

2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

認知症 神経作用物質障害 統合失調症、妄想障害 気分［感情］障害

神経症、ストレス障害 知的障害＜精神遅滞＞ 他の精神、行動障害

年度別・メンタル系患者数（うつ、統合失調症、不安障害） 組合全体

年度別・メンタル系医療費（うつ、統合失調症、不安障害） 組合全体（百万円）

（人） （％）

合計
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婦人科系疾患

患者一人当たり
医療費人数医療費

総額121分類

37,2761,93772,204,4201102:歯肉炎及び歯周疾患

31,0921,31340,824,1002220:その他の特殊目的用コード

39,62065225,832,2101408:乳房及びその他の女性性器の疾患

23,15568515,861,2301113:その他の消化器系の疾患

15,60796215,014,0601203:その他の皮膚及び皮下組織の疾患

12,6031,18914,984,7601006:アレルギー性鼻炎

193,4407614,701,4200206:乳房の悪性新生物＜腫瘍＞

25,04649912,497,9901010:喘息

111,04711212,437,2101504:その他の妊娠、分娩及び産じょく

27,93143412,122,2400404:その他の内分泌，栄養及び代謝疾患

13,90486912,082,1500704:その他の眼・付属器の疾患

16,67472012,005,0400211:良性新生物＜腫瘍＞及びその他の新生物＜腫瘍＞

11,69598911,566,1801202:皮膚炎及び湿疹

13,92079411,052,5001800:症状，徴候及び異常臨床所見・異常検査所見で他に分
類されないもの

62,5051579,813,3401301:炎症性多発性関節障害

23,7694129,792,9000402:糖尿病

患者一人当たり
医療費人数医療費

総額121分類

40,2922399,629,8300210:その他の悪性新生物＜腫瘍＞

19,1265009,563,0101905:その他の損傷及びその他の外因の影響

20,7584328,967,6200403:脂質異常症

25,3773458,754,9100606:その他の神経系の疾患

65,1531328,600,2501302:関節症

7,0761,1888,406,4901003:その他の急性上気道感染症

794,642107,946,4200203:直腸Ｓ状結腸移行部及び直腸の悪性新生物＜腫瘍＞

239,870327,675,8400205:気管，気管支及び肺の悪性新生物＜腫瘍＞

9,2397867,261,8801005:急性気管支炎及び急性細気管支炎

12,4215817,216,3801011:その他の呼吸器系の疾患

29,7092387,070,7600901:高血圧性疾患

62,4581126,995,3000504:気分［感情］障害（躁うつ病を含む）

5,4391,2716,913,4400703:屈折および調節の障害

23,0122986,857,6801407:月経障害及び閉経周辺期障害

17,9173676,575,6000401:甲状腺障害

17,6503095,454,0001101:う蝕

¥0
¥100,000
¥200,000
¥300,000
¥400,000
¥500,000
¥600,000
¥700,000
¥800,000
¥900,000

0
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50
60
70
80

医療費総額

患者一人当たり医療費（右軸）

疾病別医療費（121分類）上位疾病 組合全体 女性（2022年度）（百万円） （円/人）

（円） （人） （円/人）
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特定健診受診率

 被保険者の特定健診受診率は、概ね上昇傾向である。2022年度は、2015年度以降で最高値の98.4%である
 被扶養者の特定健診受診率は、概ね60％前後で推移している。2022年度は61.5%である
 組合全体の特定健診受診率は、2022年度において88.6%であり、目標値90%を達成していない

年度別特定健診受診率 被保険者

（人） （％）96.5％ 97.0％ 97.1％ 97.6％ 97.7％ 97.5％ 97.1％ 98.4％
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特定健診対象者 特定健診受診者 特定健診受診率（右軸）

54.7％ 57.9％ 60.9％ 63.2％ 63.4％
58.9％ 60.8％ 61.5％
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特定健診対象者 特定健診受診者 特定健診受診率（右軸）

年度別特定健診受診率 被扶養者

（人） （％）
国が定める目標値(%)※

※第４期特定健診の組合全体の目標値

国が定める目標値(%)※

※第４期特定健診の組合全体の目標値
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問診回答 喫煙 問診回答 体重

問診回答別の傾向

2020年度 2021年度 2022年度

喫煙者数 560人 527人 494人

喫煙率（右軸） 16.5％ 15.7％ 15.2％
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喫煙者数 喫煙率（右軸）

2020年度 2021年度 2022年度

体重増加人数 1,018人 993人 993人

体重増加者率（右軸） 30.0％ 29.7％ 30.5％
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体重増加人数 体重増加者率（右軸）

2020年度 2021年度 2022年度

運動習慣あり人数 752人 707人 707人

運動習慣あり割合（右軸） 22.1％ 21.1％ 21.7％
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運動習慣あり人数 運動習慣あり割合（右軸）

2020年度 2021年度 2022年度

早食い人数 1,276人 1,255人 1,203人

早食い割合（右軸） 37.6％ 37.5％ 37.0％
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早食い人数 早食い割合（右軸）

＜被保険者＞喫煙率の推移 ＜被保険者＞20歳の時から10kg以上の体重の増加

問診回答 運動 問診回答 食事
＜被保険者＞1回30分以上の軽く汗をかく運動を週２回以上、1年以上実施 ＜被保険者＞人と比較して食べる速度が速い

（人） （人）

（人） （人）

（％） （％）

（％） （％）
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特定保健指導実施率

 被保険者の特定保健指導実施率は、2019年度以降上昇傾向にあり、2022年度は56.7%である
 被扶養者の特定保健指導実施率も、2019年度以降上昇傾向にあり、2022年度は63.6％である
 組合全体の特定保健指導実施率は、2022年度において57.2%であり、目標値60%を達成していない

年度別特定保健指導実施率 被保険者
（人） （％）

13.8％ 10.3％
20.1％
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年度別特定保健指導実施率 被扶養者
（％）国が定める目標値(%)※

※第４期特定保健指導の組合全体の目標値

国が定める目標値(%)※

※第４期特定保健指導の組合全体の目標値
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特定保健指導レベル別人数

年度別・特定保健指導レベル別人数 被保険者 特定保健指導レベル変化 被保険者（人） （人）
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積極的支援 動機づけ支援 情報提供 判定不能

0
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2,000

3,000

4,000

～2021年度 ～2022年度

積極的支援→積極的支援 積極的支援→動機づけ支援

積極的支援→情報提供 動機づけ支援→積極的支援

動機づけ支援→動機づけ支援 動機づけ支援→情報提供

情報提供→積極的支援 情報提供→動機づけ支援

情報提供→情報提供
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リスクフローチャート（糖尿病）

 HbA1cが6.5%以上の加入者110人の内、67人（60.9％）が治療中である。一方、治療していない加入者が43人
（39.1％）いる

 糖尿病合併症が進行しやすいHbA1c8.4%以上の加入者が9人いる

～5.5％

5.6～5.9％

6.0～6.4％

6.5～6.8％

6.9～7.3％

7.4％～

[再掲] 8.4％～

HbA1c数値

リスクフローチャート（糖尿病） 被保険者（2022年度）

HbA1c実施者数 実施率

3疾患レセあり 3疾患レセなし

糖尿病レセなし 糖尿病レセあり

HbA1c 6.5％以上 HbA1c 6.4％以下

特定保健指導終了者 特定保健指導未実施者

HbA1c 合計

※3疾患レセあり：糖尿病、脂質異常、血圧いずれかの治療薬を服用
※糖尿病レセあり：問診回答にて糖尿病の治療薬を服用と回答

0.5 ％9 人0.1 ％2 人1.4 ％7 人0.0 ％0 人

2.3 ％44 人0.6 ％8 人5.9 ％30 人1.2 ％6 人

1.4 ％27 人0.1 ％2 人3.9 ％20 人1.0 ％5 人

2.0 ％39 人0.6 ％9 人3.3 ％17 人2.5 ％13 人

9.3 ％179 人5.8 ％80 人1.3 ％18 人3.7 ％19 人12.2 ％62 人

38.9 ％747 人36.6 ％509 人4.0 ％55 人0.4 ％2 人35.5 ％181 人

46.0 ％882 人49.1 ％682 人3.2 ％45 人0.4 ％2 人30.0 ％153 人

91.5 ％1,271 人8.5 ％118 人17.6 ％90 人82.4 ％420 人

98.7 ％1,389 人1.3 ％19 人

73.4 ％1,408 人26.6 ％510 人

100.0 ％1,918 人
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リスクフローチャート（脳卒中・心筋梗塞）

 収縮期血圧140以上の加入者345人の内、94人（27.2％）が治療中である。一方、治療していない加入者が251人
（72.8％）いる

 悪性高血圧症とされる収縮期血圧180以上の加入者が14人いる

リスクフローチャート（脳卒中・心筋梗塞） 被保険者（2022年度）

血圧測定実施者数 実施率

3疾患レセあり 3疾患レセなし

高血圧レセなし 高血圧レセあり

140≦SBPまたは90≦DBP SBP＜140かつDBP＜90

特定保健指導終了者 特定保健指導未実施者

血圧 合計

SBP＜130かつ
DBP＜85mmHg

130≦SBP＜140
85≦DBP＜90

140≦SBP＜160
90≦DBP＜100

160≦SBP＜180
100≦DBP＜110

180≦SBP
110≦DBP

血圧

0.7 ％14 人0.5 ％7 人1.2 ％6 人0.2 ％1 人

2.8 ％54 人2.3 ％32 人3.3 ％17 人1.0 ％5 人

14.4 ％277 人12.7 ％179 人13.9 ％71 人5.3 ％27 人

14.1 ％270 人12.2 ％145 人2.9 ％34 人13.7 ％70 人4.1 ％21 人

67.9 ％1,303 人80.3 ％955 人4.7 ％56 人31.0 ％158 人26.3 ％134 人

92.4 ％1,100 人7.6 ％90 人63.1 ％322 人36.9 ％188 人

84.5 ％1,190 人15.5 ％218 人

73.4 ％1,408 人26.6 ％510 人

100.0 ％1,918 人 ※3疾患レセあり：糖尿病、脂質異常、血圧いずれかの治療薬を服用
※高血圧レセあり：問診回答にて血圧の治療薬を服用と回答
※SBP（Systolic Blood Pressure）：収縮期血圧
※DBP（Diastolic Blood Pressure ）：拡張期血圧
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CKDマップ（慢性腎臓病） 被保険者（2022年度）

CKDマップ（慢性腎臓病）

Ｇ５Ｇ４Ｇ３ｂＧ３ａＧ2Ｇ1GFR区分

末期腎不全高度低下中等度～
高度低下

軽度～
中等度低下

正常または
軽度低下

正常または
高値

（mL/分/1.73㎡）

＜1515～2930～4445～5960～89≧90尿蛋白

0317194人 数尿蛋白
（＋）以上 0.0％0.2％0.1％0.4％1.1％0.2％割 合

00214596人 数尿蛋白
（±） 0.0％0.0％0.1％0.8％3.4％0.3％割 合

0071581,251190人 数尿蛋白
（－） 0.0％0.0％0.4％9.2％72.7％11.0％割 合

 受診勧奨判定値の該当者は43人。これは受診者1,721人中の2.5%
 保健指導判定値の該当者は237人存在。このうち、要注意とされる、GFR区分がG3aで、尿蛋白が（±）および
（－）の該当者は172人（保健指導判定値該当者の72.6%）

凡例 基準範囲内 保健指導判定値 受診勧奨判定値
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BMI判定分布（健康分布図）

 肥満該当者の割合は男性（約39%）の方が女性（約14%）より大きい
 男性の肥満該当のうち、リスク保有者（低リスクと高リスク）は約44％いる。非肥満でもリスク保有者は約37％い
る

 女性では、肥満該当のうちリスク保有者は約43％いる。非肥満該当でもリスク保有者は約18％いる

服薬者
高リスク（受診勧奨）

低リスク

リスクなし

服薬者

高リスク（受診勧奨）

低リスク

リスクなし

非肥満 肥満
0%

20%

40%

60%

80%

100%

服薬者
高リスク（受診勧奨）

低リスク

リスクなし

服薬者

高リスク（受診勧奨）

低リスク

リスクなし

非肥満 肥満
0%

20%

40%

60%

80%

100%

健康分布図 被保険者 男性（2022年度） 健康分布図 被保険者 女性（2022年度）（％） （％）

肥満非肥満リスク区分

22.8％51.1％リスクなし

26.3％27.8％低リスク

17.3％9.1％高リスク（受診勧奨）

33.6％12.1％服薬者

100.0％100.0％合計

肥満非肥満リスク区分

25.8％75.2％リスクなし

27.8％12.6％低リスク

15.2％5.0％高リスク（受診勧奨）

31.3％7.2％服薬者

100.0％100.0％合計
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年齢区分別内臓脂肪症候群該当者 被保険者（2022年度）

内臓脂肪症候群該当者

35～39歳 40～44歳 45～49歳 50～54歳 55～59歳 60～64歳 65～69歳 70～74歳

非該当 549 286 224 406 368 137 35 0

予備群該当 50 28 27 54 62 33 12 1

該当 15 11 12 74 92 43 12 1

0

100

200

300

400

500

600

700

該当 予備群該当 非該当

（人）

（人）
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76.3％ 76.0％ 75.7％78.5％ 76.1％ 78.3％

0％

10％

20％

30％

40％

50％

60％

70％

80％

90％

100％

2020年度 2021年度 2022年度

9月 3月

年度別後発医薬品の使用率 組合全体 年齢区分別後発医薬品の使用数 組合全体（2022年度）

後発医薬品の使用数、使用率

（％）

※使用数量は調剤レセプトをもとに以下の式で計算
使用数量＝調剤情報レコードの［調剤数量］×医薬品レコードの［使用量］

※2022年度のレセプト管理システムでの集計値

 厚生労働省が取りまとめている直近の集計結果では、後発医薬品の使用率は78.3%であり、目標値80%を達成して
いない

 25～34歳および40～44歳を除いて、使用率が80％に届いていない。特に5～19歳および65歳以上の使用率が他の年
代と比較して低い

 50～59歳で「切替可能数量」が多い

0％

20％

40％

60％

80％

100％

0
50,000
100,000
150,000
200,000
250,000
300,000
350,000
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～
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～
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～
24
歳

25
～
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～
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歳
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～
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～
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歳
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～
49
歳
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～
54
歳

55
～
59
歳

60
～
64
歳

65
～
69
歳

70
～
74
歳

後発あり先発医薬品使用数（切替可能数量）
後発医薬品使用数
使用率（右軸）

出所：厚生労働省「保険者別の後発医薬品の使用割合」をもとにグラフ作成

国が定める目標値(%)
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STEP２ 健康課題の抽出
No. STEP1

対応項目 基本分析による現状把握から見える主な健康課題 対策の方向性 優先すべき
課題

1
・前期高齢者の医療費は、健保財政に大きな影響を与える。
・65歳以降の発症・重症化予防と、適正受診が必要  ・被保険者は、看護職による保健指導、受診勧奨を引続き実施する。

・被扶養者は、前期高齢者になる前に定期的な情報提供を行いつつ、健
康状況調査並びに、保健指導を実施する。



2 ・被保険者はもちろん、被扶養者の予防接種を強化し、インフルエンザ罹患
の軽減に努めることが求められる  ・インフルエンザの罹患リスク軽減の為、予防接種の向上を図る。 

3
【生活習慣病・健康意識の改善】（特定健診の実施率向上）
■目標の90％には至ってない
■被扶養者の受診率向上

 ■被扶養者の特定検診の受診率向上に向けた取り組みを検討する。
　・健診案内（ICT利用や内容の改善、各種受診勧奨策の改善）
　・受診の利便性向上
　・未受診者への再勧奨通知



4

【生活習慣病・健康意識の改善】（ポピュレーションアプローチ）
■加入者への各種情報提供の拡充が必要
　・医療費削減の必要性の認識
　・疾病に関する基礎知識や予防、治療の知識
　　- 各種健診の情報、健診（検診）受診の大切さ
　　- 生活習慣病や重症化のリスク
　　- 適切な医療のために必要な行動
　　- 日常の予防の大切さ、適切な食事・運動・睡眠の重要性
　　など

 ■活用媒体の拡充
　・Webサイト
　・機関誌
　・社内掲示物
　・各種郵送物へ同封するチラシ等
　　- 健診や健康情報に関するパンフレット
　　- 健診受診や特定保健指導に関する受診/参加勧奨のチラシまたは小
冊子等



5
【特定保健指導のアウトプット目標達成】
■被扶養者の特定保健指導実施率の向上
■被保険者は特定保健指導の実施率は向上したが、組合全体では目標に達し
ていない

 ・ICTによる受診の平易化、簡便化
・未受診者への再勧奨通知 

6
【後発医薬品による薬剤費削減】
■後発医薬品使用率が目標未達である。10代以下および中高年の切替可能数
量が多い

 ■後発医薬品差額通知機能を今後も継続する。
■機関誌、Webサイトなどで後発医薬品推進の意義や安全性の情報を提
供する。



7
【がんの早期発見早期治療】
■消化器、呼吸器、乳房のがん患者数が多い。医療費でも多くの割合を占め
ているため、がん検診受診率を上げて早期発見・早期治療を促進する

 ■健診のオプションとなっているがん検診の受診率を上げるための施策
検討を行う。 

8
【重症化が懸念されるハイリスク者への対応】
■重症化予防対象者が一定数いる  ■重症化予防のための保健指導を行う。

　・血糖および血圧、脂質の数値が高い加入者へ、生活習慣改善と治療
・服薬の継続支援を行う。
　・指導はICTの活用などにより省力化、効率化を図る。
　・服薬状態を一定間隔で確認し、途中脱落を防止する。



ア

エ

コ

ア，イ，ウ，
エ，オ，カ，
キ，ク，ケ，
コ，サ，シ，
ス，セ，ソ，
タ，チ，ツ

シ，ス

テ

キ

ウ，セ，ソ，
タ
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9

【メンタルヘルス】
■メンタル系の医療費では、気分［感情］障害の割合がもっとも多い。患者
数では、神経症・ストレス障害、気分障害が多い

 ■統計情報（匿名化された情報）を事業者と共有し、加入者（社員）の
罹患傾向の認識を一致させ、共同による効果的な施策を計画・実施する
。
■相談窓口の利用促進（周知強化）
■匿名化・整理した情報を事業主と共有し対策検討に活用する参考デー
タとする。



10

【女性特有の健康課題】
■婦人科系がん、月経（女性ホルモン）に関連する複数の疾病で、医療費ま
たは一人当たり医療費が高い

 ■疾病や年齢に合わせて変化する女性ホルモン関連の健康課題について
の、正しい知識と理解を深めることで、予防・治療の促進を図る。
■正しい知識と理解を深めることで、生活の中での合理的配慮が円滑に
行われる文化醸成を図る。（貧血や生理休暇、更年期障害への職場での
適切な対応等）
【既存の「がん検診（オプション）」で対応】
■乳がん、子宮がん（子宮頸がん、子宮体がん）の基礎知識とがん検診
受診を勧奨する。



11
【若年層の生活習慣病リスク】
■39歳以下の内臓脂肪症候群該当者（予備群含む）は一定割合存在する。こ
れらは40歳になると特定保健指導対象者となる可能性が高く、特定保健指導
実施率や特定保健指導対象者割合などに影響するために39歳以下であっても
肥満解消、生活習慣病リスクの低減が必要である。

 ■39歳以下の有所見者への医療機関への受診勧奨を行う。
■39歳以下でも内臓脂肪症候群に該当する加入者に対して保健指導を実
施する。
■ポピュレーションアプローチとして年齢に関わらず、生活習慣病の予
防のための食事と運動習慣などを改善する指導を行う。



12
【歯科系医療費】
■歯科医療費（歯肉炎及び歯周疾患）の医療費が高い
■歯周病と生活習慣病との関連は厚労省の発表でも取り上げられていること
から、中高年の口腔衛生の重要性は高い

 ■事業所と連携し歯科検診を実施し、受診率向上を目指す。
■事業のアウトカム評価は、歯科医療費の減少率または歯科検診時の有
所見割合などを検討する。



13
・前期高齢者の医療費は、健保財政に大きな影響を与える。
・65歳以降の発症・重症化予防と、適正受診が必要。健診非受診者が存在し
、その者の健康状況が把握出来ず、潜在的なリスクを発見することが出来な
い。通院歴は有るものの、適切な治療を継続しているか不明。

 ・被保険者は、看護師による保健指導、受診勧奨を引続き実施する。
・被扶養者は、前期高齢者になる前に定期的な情報提供を行いつつ、健
康状況調査並びに、保健指導を実施する。



14 ・呼吸器疾患の医療費が大きく、効果的な予防策が必要である。  ・インフルエンザの罹患リスク軽減の為、予防接種の向上を図る。 

基本情報
No. 特徴 対策検討時に留意すべき点

1 ■被扶養者の特定健診実施率が低い  ■被扶養者本人自宅への健診案内の送付並びに、被保険者に対する被扶養者の受診依頼
を引続き行う。

2 ■全加入者に占める、25歳〜29歳のウエイトが高い。  ■25歳〜29歳の健康状況並びに、生活習慣を把握する中で、問題点を洗い出し、具体策
を策定する。

保健事業の実施状況
No. 特徴 対策検討時に留意すべき点

ク

ケ

ツ

イ，オ

ア，キ，セ，
ソ，タ，ツ

エ，オ
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1
■被扶養配偶者の「人間ドック健診」「生活習慣病健診」の
　受診率が、５０％〜６０％である。  ■被扶養者本人自宅への健診案内の送付の実施と送付先情報管理

■被保険者に対する被扶養者の受診依頼を継続する計画の策定
■受診率向上に寄与する受診機関の見直しの継続
■看護職等による本人への文書、電話等による受診勧奨の継続（所属長への協力依頼の
併用継続を含む）

2
■「要再検査」「要精密検査」と判定された者の中に、未受診者が
　存在する。
■「要再検査」「要精密検査」の受診結果の未送付が存在する。

 ■健保職員による送付の実施（送付先住所管理の継続を含む）
■看護師による送付依頼の継続
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STEP３ 保健事業の実施計画

事業の一覧
職場環境の整備
加入者への意識づけ
　保健指導宣伝 　機関紙（保健だより）配布
　保健指導宣伝 　「ヘルス&ライフ」の配布
　保健指導宣伝 　「新入社員の健康プラン」の配布
個別の事業
　特定健康診査事業 　特定健診受診（被保険者）
　特定健康診査事業 　特定健診受診（被扶養者）
　特定保健指導事業 　特定保健指導
　保健指導宣伝 　後発医薬品
　保健指導宣伝 　すこやかエイジ（電話保健指導）
　保健指導宣伝 　歯科口腔衛生
　疾病予防 　ドック健診（被保険者）
　疾病予防 　被扶養配偶者向け健診（ドック健診・生活習慣病健診）
　疾病予防 　生活習慣病健診(被保険者）
　疾病予防 　二次健診
　疾病予防 　重症化予防
　疾病予防 　予備群対策（若年層の健康リテラシー向上）
　疾病予防 　インフルエンザ予防接種補助
　体育奨励 　ソフトボール大会費用補助
※事業は予算科目順に並び替えて表示されています。

事業全体の目的
・生活習慣を改善して、疾病予防を図る。
・前期高齢者の医療費削減を図る。
・特定健診並びに、特定保健指導の受診率向上を図る。
・適切な治療へ繋げる為、看護師による受診勧奨を通じて、行動変容を促す。

事業全体の目標
・ドック健診受診率　被保険者100％　被扶養者70％
・生活習慣病健診受診率　被保険者100％　被扶養者70％
・特定健診受診率　被保険者100％　被扶養者90％
・特定保健指導実施率　60％
・２次健診受診率　70％
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職場環境の整備
加入者への意識づけ

0 0 0 0 0 0

保
健
指
導
宣
伝

2,5 既
存

機関紙（保健
だより）配布

母体企
業 男女

22
〜
74

被保険
者 ２ エ,ス

健康管理室からの「保健
だより」をA4用紙2枚にま
とめ、コンパクトに読み
易くするのと合わせ、イ
ントラでの配信により、
全社員の目に触れるよう
工夫している。

ア,イ,シ

健康管理室の保健師が健
康に関するトピックスを
選定し、執筆する。
「保健だより」はA4版で
作成し、イントラ配信を
行う。

・被保険者の健康リテラ
シー向上のため、月１回
、年12回配信する。

・被保険者の健康リテラ
シー向上のため、月１回
、年12回配信する。

・被保険者の健康リテラ
シー向上のため、月１回
、年12回配信する。

・被保険者の健康リテラ
シー向上のため、月１回
、年12回配信する。

・被保険者の健康リテラ
シー向上のため、月１回
、年12回配信する。

・被保険者の健康リテラ
シー向上のため、月１回
、年12回配信する。

健康リテラシー向上の為、機関誌を定期的
に配信する。

【生活習慣病・健康意識の改善】
（ポピュレーションアプローチ）
■加入者への各種情報提供の拡充
が必要
　・医療費削減の必要性の認識
　・疾病に関する基礎知識や予防
、治療の知識
　　- 各種健診の情報、健診（検診
）受診の大切さ
　　- 生活習慣病や重症化のリスク
　　- 適切な医療のために必要な行
動
　　- 日常の予防の大切さ、適切な
食事・運動・睡眠の重要性
　　など

発遣回数(【実績値】12回　【目標値】令和6年度：12回　令和7年度：12回　令和8年度：12回　令和9年度：12回　令和10年度：12回　令和11年度：12回)年12回 アウトカムについては、定量的な目標を設定で出来ない為、設定せず。
(アウトカムは設定されていません)

200 200 200 200 200 200

3,4 既
存

「ヘルス&ライ
フ」の配布 全て 男女

63
〜
64

被扶養
者 １ ク,ス

被扶養者が対象。当該セ
グメントについては、看
護師による指導が十分に
行き届かない為、前期高
齢者となる前の層を抽出
して、疾病予防の啓発を
行う。

ア,シ
外部業者に委託し、対象
者の自宅宛てに定期的（
年4回）情報誌を提供する
仕組み。

・外部業者に委託し、65
歳を迎える前の被扶養者
に健康情報誌を自宅宛て
送付する。

・外部業者に委託し、65
歳を迎える前の被扶養者
に健康情報誌を自宅宛て
送付する。

・外部業者に委託し、65
歳を迎える前の被扶養者
に健康情報誌を自宅宛て
送付する。

・外部業者に委託し、65
歳を迎える前の被扶養者
に健康情報誌を自宅宛て
送付する。

・外部業者に委託し、65
歳を迎える前の被扶養者
に健康情報誌を自宅宛て
送付する。

・外部業者に委託し、65
歳を迎える前の被扶養者
に健康情報誌を自宅宛て
送付する。

前期高齢者の医療費抑制に向け、65歳を迎
える前に、予防活動の意識の高い被扶養者
を増やす。

・前期高齢者の医療費は、健保財
政に大きな影響を与える。
・65歳以降の発症・重症化予防と
、適正受診が必要。健診非受診者
が存在し、その者の健康状況が把
握出来ず、潜在的なリスクを発見
することが出来ない。通院歴は有
るものの、適切な治療を継続して
いるか不明。

情報誌の提供回数(【実績値】4回　【目標値】令和6年度：4回　令和7年度：4回　令和8年度：4回　令和9年度：4回　令和10年度：4回　令和11年度：4回)100％ 定量的な指標を設定出来ない為。
(アウトカムは設定されていません)

30 30 30 30 30 30

5 既
存

「新入社員の
健康プラン」
の配布

母体企
業 男女

22
〜
25

被保険
者 ３ ク,ケ,サ

事業主研修メニューに組
み込み、必須研修とする
ことで、全対象者の参加
を担保している。

ア,イ

新入行員向け研修メニュ
ーとしての実施体制を事
業主と共同で整備。
講師は健保組合職員と健
康管理室の保健師が担当
。

・保健師と健保職員が講
師となり、新入行員に事
業主と共同で、健康、健
康保険に関する研修を実
施する。

・保健師と健保職員が講
師となり、新入行員に事
業主と共同で、健康、健
康保険に関する研修を実
施する。

・保健師と健保職員が講
師となり、新入行員に事
業主と共同で、健康、健
康保険に関する研修を実
施する。

・保健師と健保職員が講
師となり、新入行員に事
業主と共同で、健康、健
康保険に関する研修を実
施する。

・保健師と健保職員が講
師となり、新入行員に事
業主と共同で、健康、健
康保険に関する研修を実
施する。

・保健師と健保職員が講
師となり、新入行員に事
業主と共同で、健康、健
康保険に関する研修を実
施する。

新入行員の健康リテラシーを向上させる。

【生活習慣病・健康意識の改善】
（ポピュレーションアプローチ）
■加入者への各種情報提供の拡充
が必要
　・医療費削減の必要性の認識
　・疾病に関する基礎知識や予防
、治療の知識
　　- 各種健診の情報、健診（検診
）受診の大切さ
　　- 生活習慣病や重症化のリスク
　　- 適切な医療のために必要な行
動
　　- 日常の予防の大切さ、適切な
食事・運動・睡眠の重要性
　　など

参加率(【実績値】100％　【目標値】令和6年度：100％　令和7年度：100％　令和8年度：100％　令和9年度：100％　令和10年度：100％　令和11年度：
100％)100％

定量的な評価目標を設定出来ない為。
(アウトカムは設定されていません)

個別の事業
15,200 16,000 16,000 16,000 16,000 16,000

特
定
健
康
診
査
事
業

3

既
存(

法
定)

特定健診受診
（被保険者） 全て 男女

40
〜
74

被保険
者,任意
継続者

３ イ,エ,ケ

■人間ドックを利用して
実施する。
・事業主の定期健診を兼
ねての実施で、実質義務
化。19の健診機関と契約
し、かつ出勤扱いとして
利便性も確保。
・事業主と共同で健診受
診勧奨を実施する。がん
検診も含めて被保険者の
受診継続を実現する。
■任意継続被保険者向け
対策
・ホームページに任意継
続者向けのバナーを作成
し、受診の必要性やメリ
ットについて周知する。

ア,ウ,カ

・事業主の定期健診兼用
での共同実施体制。
・受診予約は、人間ドッ
ク対象者が19の契約健診
機関から、本人が選択。
・健保において予約管理
、および診勧奨を実施す
る。

・被保険者の健診実施方
法の実施・継続について
、事業主とともに検討す
る。
・アウトプット、アウト
カム指標について経年分
析を実施する。

・前年度の検討および検
証を踏まえ被保険者の健
診実施方法を改善する。
・引き続き経年分析を実
施する。

・前年度の検討および検
証を踏まえ被保険者の健
診実施方法を改善する。
・引き続き経年分析を実
施する。
・中間の振り返りと見直
しをする。

・前年度の改善策を反映
させた計画を元に施策を
実施する。
・引き続き経年分析を実
施する。

・前年度の改善策を反映
させた計画を元に施策を
実施する。
・引き続き経年分析を実
施する。

・前年度の改善策を反映
させた計画を元に施策を
実施する。
【6ヶ年の総合評価】
・2024年度からの事業評
価を行い、改善点を整理
して2030年度からの計画
へ反映する。

受診者全体の健康状況を把握する。
病気や身体の不調の早期発見に向け、健診
受診率を向上させる。

【生活習慣病・健康意識の改善】
（特定健診の実施率向上）
■目標の90％には至ってない
■被扶養者の受診率向上

未受診者へのフォローアップ実施率(【実績値】98.5％　【目標値】令和6年度：100％　令和7年度：100％　令和8年度：100％　令和9年度：100％　令和10年度：
100％　令和11年度：100％)100％(任意継続者除く） 内臓脂肪症候群該当者割合(【実績値】11.0％　【目標値】令和6年度：10.8％　令和7年度：10.6％　令和8年度：10.4％　令和9年度：10.2％　令和10年度：10.0％　令和11年度：10.0％)加入者全体

被保険者の特定健診実施率(【実績値】95.5％　【目標値】令和6年度：96.0％　令和7年度：96.5％　令和8年度：97.0％　令和9年度：97.5％　令和10年度：98.0％
　令和11年度：98.5％)任意継続者含む -

予
算
科
目

注1)
事業
分類

新
規
既
存

事業名
対象者 注2)

実施
主体

注3)
プロセス

分類
実施方法

注4)
ストラク

チャー
分類

実施体制
予算額(千円)

事業目標 健康課題との関連実施計画
対象

事業所 性別 年
齢 対象者 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度

アウトプット指標 アウトカム指標
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3,654 4,200 4,200 4,200 4,200 4,200

3

既
存(

法
定)

特定健診受診
（被扶養者） 全て 男女

40
〜
74

被扶養
者 １ イ,エ,ケ

・巡回型を含む20の健診
機関と契約し、ドック健
診もしくは生活習慣病健
診と同時実施することで
、健診受診の利便性を確
保。
・健診案内は直接本人に
送付。
・「健保ニュース」で被
保険者経由のフォローア
ップを行うなど、健保に
おいて未受診者のフォロ
ーを行う。
・ICTの活用により、予約
の平易化と健診結果の確
認簡便化を図る。

ウ,カ

・巡回型を含む20の健診
機関に対応した実施体制
の整備。
・人間ドックと生活習慣
病健診の選択制で、被扶
養者自身が予約をとる。
・被保険者経由での受診
案内を含め健保からの受
診勧奨により、健診受診
率の向上を図る。

・被扶養者の未受診者に
対して受診勧奨を実施す
る。
・アウトプット、アウト
カム指標について経年分
析を実施する。

・被扶養者の未受診者へ
の受診勧奨の方法変更を
検討して実施してみる。
・引き続き経年分析を実
施する。

・被扶養者の未受診者へ
の受診勧奨方法の変更を
検討して実施してみる。
・引き続き経年分析を実
施する。
・中間の振り返りと見直
しをする。

・前年度の改善策を反映
させた計画を元に施策を
実施する。
・引き続き経年分析を実
施する。

・前年度の改善策を反映
させた計画を元に施策を
実施する。
・引き続き経年分析を実
施する。

・前年度の改善策を反映
させた計画を元に施策を
実施する。
【6ヶ年の総合評価】
・2024年度からの事業評
価を行い、改善点を整理
して2030年度からの計画
へ反映する。

加入者全体の健康状況を把握する。
病気や身体の不調の早期発見に向け、健診
受診率を向上させる。

【生活習慣病・健康意識の改善】
（特定健診の実施率向上）
■目標の90％には至ってない
■被扶養者の受診率向上

未受診者へのフォローアップ(【実績値】-　【目標値】令和6年度：2回　令和7年度：2回　令和8年度：2回　令和9年度：2回　令和10年度：2回　令和11年度：2回
)- 内臓脂肪症候群該当者割合(【実績値】11.0％　【目標値】令和6年度：10.8％　令和7年度：10.6％　令和8年度：10.4％　令和9年度：10.2％　令和10年度：10.0％　令和11年度：9.8％)加入者全体

被扶養者の特定健診実施率(【実績値】59.9％　【目標値】令和6年度：62.5％　令和7年度：65.0％　令和8年度：67.5％　令和9年度：70.0％　令和10年度：72.5％
　令和11年度：75.0％)- -

2,740 3,000 3,300 3,300 3,000 3,000

特
定
保
健
指
導
事
業

4

既
存(

法
定)

特定保健指導 全て 男女
40
〜
74

基準該
当者 １ エ,ケ,コ

■保健指導契約健診機関
全てが当日初回面談を実
施。
■当日初回面談を実施し
なかった対象者には、参
加勧奨を行う。
■ICT活用により、リモー
トでの特定保健指導を実
施可能とする。
■初回面接実施率やより
改善度の高い指導機関を
把握し、特定保健指導実
施率向上策の参考とする
。
【被保険者向け】
■事業所からの参加勧奨
を行う。
■案内送付後、指導への
参加拒否または期限まで
に無回答の者に対して、
保健師による保健指導を
実施する。
【被扶養者向け】
■封書による特定保健指
導参加案内に、生活習慣
病予防の啓発資料を同封
する。
■案内発送後1ヶ月経過を
目安に初回面談の未予約
者には、参加案内を再送
する。
■案内送付後、期限まで
に無回答の者に対して、
電話勧奨を行う。

イ,ウ,カ

■健保：特定保健指導実
施管理
　・保健指導契約健診機
関と連携
　・当日初回面談を実施
可能とする健診機関と連
携
　・ICTによるリモート面
談対応可能な健診機関と
連携
■保健師：不参加者に対
する保健指導

・前年度の指導参加勧奨
の振り返りと改善内容を
実施する。
・健診会場で初回面談を
実施しなかった対象者に
対する後日の面談実施の
フォローのプロセスを整
備する。
・ICT利用による利便性の
向上を図る。

・前年度の改善策を反映
させた計画を元に施策を
実施する。
・引き続き経年分析を実
施する。

・前年度の改善策を反映
させた計画を元に施策を
実施する。
・引き続き経年分析を実
施する。
・中間の振り返りと見直
しをする。

・前年度の改善策を反映
させた計画を元に施策を
実施する。
・引き続き経年分析を実
施する。

・前年度の改善策を反映
させた計画を元に施策を
実施する。
・引き続き経年分析を実
施する。

・前年度の改善策を反映
させた計画に則り施策を
実施する
【6ヶ年の総合評価】
・2024年度からの事業評
価を行い、改善点を整理
して2030年度からの計画
へ反映する。

メタボ解消に向け、保健指導実施率を向上
させる。

【特定保健指導のアウトプット目
標達成】
■被扶養者の特定保健指導実施率
の向上
■被保険者は特定保健指導の実施
率は向上したが、組合全体では目
標に達していない

特定保健指導実施率(【実績値】57.2％　【目標値】令和6年度：58.0％　令和7年度：59.0％　令和8年度：60.0％　令和9年度：61.0％　令和10年度：62.0％　令和
11年度：63.0％)- 特定保健指導対象者割合(【実績値】12.6％　【目標値】令和6年度：12.5％　令和7年度：12.0％　令和8年度：11.5％　令和9年度：11.0％　令和10年度：10.5％　令和11年度：10.0％)-

- 腹囲２cm・体重２kg減を達成した者の割合(【実績値】-　【目標値】令和6年度：0.0％　令和7年度：0.0％　令和8年度：5.0％　令和9年度：6.0％　令和10年度：7.0％　令和11年度：8.0％)達成した人数÷指導
参加者数

- 指導により積極的支援から情報提供に改善した率(【実績値】-　【目標値】令和6年度：5.0％　令和7年度：5.0％　令和8年度：5.0％　令和9年度：5.0％　令和10年度：5.0％　令和11年度：5.0％)改善した人数÷
指導参加者数（積極的支援）

- 指導により動機付け支援から情報提供に改善した率(【実績値】-　【目標値】令和6年度：5.0％　令和7年度：5.0％　令和8年度：5.0％　令和9年度：5.0％　令和10年度：5.0％　令和11年度：5.0％)改善した人数
÷指導参加者数（動機付け支援）

- - - - - -

保
健
指
導
宣
伝

7 既
存 後発医薬品 全て 男女

0
〜（

上
限
な
し）

加入者
全員 １ エ,ス

■差額通知をするととも
に、後発医薬品の利用促
進の案内や切替結果等に
ついて周知する。
■HP等を通じた後発医薬
品の利用啓発を実施する
。

シ

■加入者向けwebサイト
での配信。
■後発医薬品使用率と合
わせて効果検証を行う。
■配信情報の製作、配信
作業についてはアウトソ
ーシングとする。

・差額通知をWeb上で配
信するとともに、チラシ
やホームページを活用し
、後発医薬品の利用促進
の案内や切替結果等につ
いて周知する。

・前年度の検討を踏まえ
、案内方法や勧奨方法を
改善する。
・引き続き経年分析を実
施する。

・前年度の検討を踏まえ
、案内方法や勧奨方法を
改善する。
・引き続き経年分析を実
施する。
・中間の振り返りと見直
しをする。

・前年度の検討を踏まえ
、案内方法や勧奨方法を
改善する。
・引き続き経年分析を実
施する。

・前年度の改善策を反映
させた計画を元に施策を
実施する。
・引き続き経年分析を実
施する。

・前年度の検討を踏まえ
、案内方法や勧奨方法を
改善する。
【6ヶ年の総合評価】
・2024年度からの事業評
価を行い、改善点を整理
して2030年度からの計画
へ反映する。

後発医薬品使用率の向上。
【後発医薬品による薬剤費削減】
■後発医薬品使用率が目標未達で
ある。10代以下および中高年の切
替可能数量が多い

予
算
科
目

注1)
事業
分類

新
規
既
存

事業名
対象者 注2)

実施
主体

注3)
プロセス

分類
実施方法

注4)
ストラク

チャー
分類

実施体制
予算額(千円)

事業目標 健康課題との関連実施計画
対象

事業所 性別 年
齢 対象者 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度

アウトプット指標 アウトカム指標
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差額通知実施回数(【実績値】-　【目標値】令和6年度：12回　令和7年度：12回　令和8年度：12回　令和9年度：12回　令和10年度：12回　令和11年度：12回)差
額通知実施回数 後発医薬品使用率(【実績値】78.3％　【目標値】令和6年度：79.0％　令和7年度：80.0％　令和8年度：81.0％　令和9年度：82.0％　令和10年度：83.0％　令和11年度：84.0％)-

600 600 700 700 700 700

6 既
存

すこやかエイ
ジ（電話保健
指導） 全て 男女

63
〜
63

加入者
全員 １ ク,ケ

■年度末に63歳を迎える
加入者を対象にアンケー
トを送付。
■回答者には委託業者の
保健師による電話保健指
導を実施し、生活習慣の
改善につなげる。

ウ,シ
■案内文書を見直し参加
者の増加を図る。
■委託業者と連携し、実
施率、改善率のモニタリ
ングを行う。

・65歳を迎える前の加入
者を対象に、外部委託業
者の保健師による、電話
保健指導を実施する。

・65歳を迎える前の加入
者を対象に、外部委託業
者の保健師による、電話
保健指導を実施する。

・65歳を迎える前の加入
者を対象に、外部委託業
者の保健師による、電話
保健指導を実施する。

・65歳を迎える前の加入
者を対象に、外部委託業
者の保健師による、電話
保健指導を実施する。

・65歳を迎える前の加入
者を対象に、外部委託業
者の保健師による、電話
保健指導を実施する。

・65歳を迎える前の加入
者を対象に、外部委託業
者の保健師による、電話
保健指導を実施する。

生活習慣の改善を図る。

【生活習慣病・健康意識の改善】
（ポピュレーションアプローチ）
■加入者への各種情報提供の拡充
が必要
　・医療費削減の必要性の認識
　・疾病に関する基礎知識や予防
、治療の知識
　　- 各種健診の情報、健診（検診
）受診の大切さ
　　- 生活習慣病や重症化のリスク
　　- 適切な医療のために必要な行
動
　　- 日常の予防の大切さ、適切な
食事・運動・睡眠の重要性
　　など
・前期高齢者の医療費は、健保財
政に大きな影響を与える。
・65歳以降の発症・重症化予防と
、適正受診が必要

保健指導参加者の割合(【実績値】47.9％　【目標値】令和6年度：50％　令和7年度：60％　令和8年度：60％　令和9年度：65％　令和10年度：65％　令和11年度
：65％)１回目と２回目、全てのアンケートを通じ、保健指導を受けた者の割合
【割合】=（保健指導を受けた人数）∕（対象者数）

生活習慣改善率(【実績値】69.6％　【目標値】令和6年度：70％　令和7年度：70％　令和8年度：80％　令和9年度：80％　令和10年度：80％　令和11年度：80％)指導により、生活習慣の改善につながった人の
割合
【割合】=(（改善につながった人数）∕（保健指導を受けた人数）

- - - - - -

4 新
規 歯科口腔衛生 全て 男女

0
〜（

上
限
な
し）

加入者
全員 １ ウ,ケ,ス

・ホームページ等を利用
した歯科疾病予防、歯科
検診受診啓発
・歯科疾病予防ツール（
歯ブラシ等）の紹介斡旋
、補助検討
・歯科検診機関との連携
調査
・歯科検診受診等の費用
補助検討

ア,イ,ウ,カ

【健保】歯科検診機関提
携先・歯科関連ツール取
扱業者の物色・調査・交
渉
【保健師】歯科健康相談
・指導の実施
【事業主】保健だより・
健康アプリ等での啓発

・ホームページにて歯科
疾病予防、歯科検診受診
啓発
・歯科疾病予防ツール取
扱業者の調査
・歯科検診機関連携先の
調査
・保健だより等による事
業主啓発

・ホームページにて歯科
疾病予防、歯科検診受診
啓発
・歯科疾病予防ツール取
扱業者の選定
・歯科検診機関連携先の
選定
・保健だより等による事
業主啓発
・保健師による健康相談
指導時の歯科検診呼びか
け

・ホームページにて歯科
疾病予防、歯科検診受診
啓発
・歯科疾病予防ツールの
紹介斡旋補助
・歯科検診機関連携先で
の歯科受診
・保健だより等による事
業主啓発
・保健師による健康相談
指導時の歯科検診呼びか
け

・ホームページにて歯科
疾病予防、歯科検診受診
啓発
・歯科疾病予防ツールの
紹介斡旋補助
・歯科検診機関連携先で
の歯科受診
・保健だより等による事
業主啓発
・保健師による健康相談
指導時の歯科検診呼びか
け

・ホームページにて歯科
疾病予防、歯科検診受診
啓発
・歯科疾病予防ツールの
紹介斡旋補助
・歯科検診機関連携先で
の歯科受診
・保健だより等による事
業主啓発
・保健師による健康相談
指導時の歯科検診呼びか
け

・ホームページにて歯科
疾病予防、歯科検診受診
啓発
・歯科疾病予防ツールの
紹介斡旋補助
・歯科検診機関連携先で
の歯科受診
・保健だより等による事
業主啓発
・保健師による健康相談
指導時の歯科検診呼びか
け

歯科医療費の適正化

【歯科系医療費】
■歯科医療費（歯肉炎及び歯周疾
患）の医療費が高い
■歯周病と生活習慣病との関連は
厚労省の発表でも取り上げられて
いることから、中高年の口腔衛生
の重要性は高い

歯科疾病予防検診受診周知(【実績値】-　【目標値】令和6年度：2回　令和7年度：2回　令和8年度：2回　令和9年度：2回　令和10年度：2回　令和11年度：2回)
健康保険組合ホームページ、事業主健康だより・アプリでの周知

歯科疾病予防・歯科検診受診強化に関してはじめての取り組みであり、加入者の反応や施策効果見極めのため、当計画期間においてはアウトカム指標を設定しないもの
(アウトカムは設定されていません)

99,707 100,000 100,000 100,000 100,000 100,000

疾
病
予
防

3 既
存

ドック健診（
被保険者） 全て 男女

30
〜
74

被保険
者 ３ イ,ケ,サ

・30歳、35歳及び、40歳
以上の被保険者を対象。
事業主の定期健診を兼ね
ての実施で、出勤扱いも
可として、実質義務化。1
9の健診機関と契約し、利
便性も確保。
・人間ドック受診結果か
らがん受診率を把握でき
るよう検討。
・受診勧奨を行う。

ア,カ

・事業主の定期健診と兼
用で、共同実施体制。
・受診手配は、対象者本
人が19の契約健診機関か
ら選択して行う。
・費用は、健保と事業主
（定期健診分）とで全額
負担。
・受診勧奨、受診率把握
を行う健保内担当者の設
置。
　−健保担当者へ各数値
を報告する外部委託先の
設置。
　−受診勧奨を行う対象
者台帳の整備担当の設置
（台帳を元に受診勧奨案
内の発送、不達を解消）
。

・事業主と連携し、定期
健診、特定健診と兼用で
、人間ドックの受診を促
す。
・アウトプット、アウト
カム指標について経年分
析を実施する。

・事業主と連携し、定期
健診、特定健診と兼用で
、人間ドックの受診を促
す。
・前年度の改善策を反映
させた計画を元に施策を
実施する。
・引き続き経年分析を実
施する。

・事業主と連携し、定期
健診、特定健診と兼用で
、人間ドックの受診を促
す。
・前年度の改善策を反映
させた計画を元に施策を
実施する。
・引き続き経年分析を実
施する。
・中間の振り返りと見直
しをする。

・事業主と連携し、定期
健診、特定健診と兼用で
、人間ドックの受診を促
す。
・前年度の改善策を反映
させた計画を元に施策を
実施する。
・引き続き経年分析を実
施する。

・事業主と連携し、定期
健診、特定健診と兼用で
、人間ドックの受診を促
す。
・前年度の改善策を反映
させた計画を元に施策を
実施する。
・引き続き経年分析を実
施する。

・事業主と連携し、定期
健診、特定健診と兼用で
、人間ドックの受診を促
す。
・前年度の改善策を反映
させた計画を元に施策を
実施する。
【6ヶ年の総合評価】
・2024年度からの事業評
価を行い、改善点を整理
して2030年度からの計画
へ反映する。

病気の早期発見の為、受診率を向上させる
。

【生活習慣病・健康意識の改善】
（特定健診の実施率向上）
■目標の90％には至ってない
■被扶養者の受診率向上
【がんの早期発見早期治療】
■消化器、呼吸器、乳房のがん患
者数が多い。医療費でも多くの割
合を占めているため、がん検診受
診率を上げて早期発見・早期治療
を促進する

未受診者へのフォローアップ実施率(【実績値】100.0％　【目標値】令和6年度：100％　令和7年度：100％　令和8年度：100％　令和9年度：100％　令和10年度
：100％　令和11年度：100％)対象者100％実施（生活習慣病健診（被保険者）含む）

人間ドック受診率(【実績値】98.8％　【目標値】令和6年度：99.0％　令和7年度：99.2％　令和8年度：99.4％　令和9年度：99.6％　令和10年度：99.8％　令和11年度：100.0％)対象者100％実施（生活習慣病健
診含む）

14,200 15,000 15,000 15,000 15,000 15,000

予
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科
目

注1)
事業
分類

新
規
既
存

事業名
対象者 注2)

実施
主体

注3)
プロセス

分類
実施方法

注4)
ストラク

チャー
分類

実施体制
予算額(千円)

事業目標 健康課題との関連実施計画
対象

事業所 性別 年
齢 対象者 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度

アウトプット指標 アウトカム指標

37



3 既
存

被扶養配偶者
向け健診（ド
ック健診・生
活習慣病健診
）

全て 男女
30
〜
74

基準該
当者 １ ケ,ス

・巡回型を含む20の健診
機関と契約し、ドック健
診もしくは生活習慣病健
診と同時実施することで
、健診受診の利便性を確
保。
・健診案内は直接本人に
送付。
・「健保ニュース」で被
保険者経由のフォローア
ップを行うなど、健保に
おいて未受診者のフォロ
ーを行う。
・ICTの活用により、予約
の平易化と健診結果の確
認簡便化を図る。
・人間ドック受診結果か
らがん受診率を把握でき
るよう検討。
・上限３万円まで健保負
担。

カ,シ

・巡回型を含む20の健診
機関に対応した実施体制
の整備。
・特定健診と兼用で、該
当者自身が健診機関へ申
込み。
・上限3万円まで健保負担
。
・受診勧奨、受診率把握
を行う健保内担当者の設
置。
　−健保担当者へ各数値
を報告する外部委託先の
設置。
　−受診勧奨を行う対象
者台帳の整備担当の設置
（台帳を元に受診勧奨案
内の発送、不達を解消）
。

・特定健診と兼用で人間
ドックを実施する。
・生活習慣病健診も選択
受診可。
・アウトプット、アウト
カム指標について経年分
析を実施する。

・特定健診と兼用で人間
ドックを実施する。
・生活習慣病健診も選択
受診可。
・前年度の改善策を反映
させた計画を元に施策を
実施する。
・引き続き経年分析を実
施する。

・特定健診と兼用で人間
ドックを実施する。
・生活習慣病健診も選択
受診可。
・前年度の改善策を反映
させた計画を元に施策を
実施する。
・引き続き経年分析を実
施する。
・中間の振り返りと見直
しをする。

・特定健診と兼用で人間
ドックを実施する。
・生活習慣病健診も選択
受診可。
・前年度の改善策を反映
させた計画を元に施策を
実施する。
・引き続き経年分析を実
施する。

・特定健診と兼用で人間
ドックを実施する。
・生活習慣病健診も選択
受診可。
・前年度の改善策を反映
させた計画を元に施策を
実施する。
・引き続き経年分析を実
施する。

・特定健診と兼用で人間
ドックを実施する。
・生活習慣病健診も選択
受診可。
・前年度の改善策を反映
させた計画を元に施策を
実施する。
【6ヶ年の総合評価】
・2024年度からの事業評
価を行い、改善点を整理
して2030年度からの計画
へ反映する。

病気や身体の不調の早期発見に向け、健診
受診率を向上させる。
※人間ドックにて各種がん検診を行うため
に、人間ドック受診率≒がん検診受診率と
しても把握していく。

【生活習慣病・健康意識の改善】
（特定健診の実施率向上）
■目標の90％には至ってない
■被扶養者の受診率向上
【がんの早期発見早期治療】
■消化器、呼吸器、乳房のがん患
者数が多い。医療費でも多くの割
合を占めているため、がん検診受
診率を上げて早期発見・早期治療
を促進する

被保険者経由の未受診者へのフォローアップ(【実績値】-　【目標値】令和6年度：2回　令和7年度：2回　令和8年度：2回　令和9年度：2回　令和10年度：2回　令
和11年度：2回)年2回 健診受診率(【実績値】61.1％　【目標値】令和6年度：62.0％　令和7年度：63.0％　令和8年度：65.0％　令和9年度：67.0％　令和10年度：68.0％　令和11年度：70.0％)生活習慣病健診（被扶養配偶者）を含む

6,248 6,500 6,500 6,500 6,500 6,500

3 既
存

生活習慣病健
診(被保険者） 全て 男女

36
〜
39

被保険
者 ３ ケ,サ

36歳から39歳の被保険者
を対象。事業主の定期健
診を兼ねての実施で、出
勤扱いも可として、実質
義務化。

ア,カ,コ

・事業主の定期健診兼用
で、共同実施体制。
・受診手配は健保で一括
手配。
・費用は、健保と事業主
（定期健診分）で全額負
担。

・事業主と連携し、定期
健診と兼用で、生活習慣
病健診の受診を促す。

・事業主と連携し、定期
健診と兼用で、生活習慣
病健診の受診を促す。

・事業主と連携し、定期
健診と兼用で、生活習慣
病健診の受診を促す。

・事業主と連携し、定期
健診と兼用で、生活習慣
病健診の受診を促す。

・事業主と連携し、定期
健診と兼用で、生活習慣
病健診の受診を促す。

・事業主と連携し、定期
健診と兼用で、生活習慣
病健診の受診を促す。

病気の早期発見の為、受診率を向上させる
。

【生活習慣病・健康意識の改善】
（ポピュレーションアプローチ）
■加入者への各種情報提供の拡充
が必要
　・医療費削減の必要性の認識
　・疾病に関する基礎知識や予防
、治療の知識
　　- 各種健診の情報、健診（検診
）受診の大切さ
　　- 生活習慣病や重症化のリスク
　　- 適切な医療のために必要な行
動
　　- 日常の予防の大切さ、適切な
食事・運動・睡眠の重要性
　　など

未受診者へのフォローアップ実施率(【実績値】100％　【目標値】令和6年度：100％　令和7年度：100％　令和8年度：100％　令和9年度：100％　令和10年度：
100％　令和11年度：100％)対象者の100％実施

受診率(【実績値】100.0％　【目標値】令和6年度：100.0％　令和7年度：100.0％　令和8年度：100.0％　令和9年度：100.0％　令和10年度：100.0％　令和11年度：100.0％)100％（ドック健診（被保険者）含
む）

1,000 1,000 900 900 800 800

3 既
存 二次健診 全て 男女

22
〜
74

基準該
当者 ３ イ,ウ,ス

・ドック健診、生活習慣
病健診、定期健診の結果
から、対象者を確認。
・保健師による直接の受
診勧奨、産業医の紹介状
の活用により、受診率を
高める。

ア,イ

・事業主と連携し、産業
医を含めた産業保健スタ
ッフによる、受診勧奨の
体制を整備。
・受診は勤務扱いとする
ことも可とする。

・人間ドック、生活習慣
病健診、定期健診の結果
、要再検査、要精密検査
者となった被保険者を対
象に、二次健診の受診を
促す。

・人間ドック、生活習慣
病健診、定期健診の結果
、要再検査、要精密検査
者となった被保険者を対
象に、二次健診の受診を
促す。

・人間ドック、生活習慣
病健診、定期健診の結果
、要再検査、要精密検査
者となった被保険者を対
象に、二次健診の受診を
促す。

・人間ドック、生活習慣
病健診、定期健診の結果
、要再検査、要精密検査
者となった被保険者を対
象に、二次健診の受診を
促す。

・人間ドック、生活習慣
病健診、定期健診の結果
、要再検査、要精密検査
者となった被保険者を対
象に、二次健診の受診を
促す。

・人間ドック、生活習慣
病健診、定期健診の結果
、要再検査、要精密検査
者となった被保険者を対
象に、二次健診の受診を
促す。

早期治療に向け、二次健診受診率を向上さ
せる。

【重症化が懸念されるハイリスク
者への対応】
■重症化予防対象者が一定数いる

対象者への受診勧奨実施率(【実績値】100％　【目標値】令和6年度：100％　令和7年度：100％　令和8年度：100％　令和9年度：100％　令和10年度：100％　
令和11年度：100％)100％ 精密検査受診率（法定項目）(【実績値】-　【目標値】令和6年度：65.0％　令和7年度：66.0％　令和8年度：67.0％　令和9年度：68.0％　令和10年度：69.0％　令和11年度：70.0％)-

- 精密検査受診率（がん検診）(【実績値】-　【目標値】令和6年度：65.0％　令和7年度：66.0％　令和8年度：67.0％　令和9年度：68.0％　令和10年度：69.0％　令和11年度：70.0％)-
- - - - - -

4 新
規 重症化予防 全て 男女

22
〜
74

加入者
全員,基
準該当

者
１ イ,エ,オ,ク

,ケ

■健康診断の結果、高血
圧、高血糖および脂質異
常と判定された加入者の
うち、ハイリスクと判定
を受けたにもかかわらず
、レセプトから医療機関
への受診履歴が確認でき
ない加入者に対し受診勧
奨を行う。
■対象者に重症化予防の
ための保健指導を実施す
る。

ア,イ,ウ

■健診結果から受診勧奨
対象者を抽出、受診勧奨
通知を送付する担当の設
置。
■レセプト・健診データ
の分析担当の設置。
　・毎年度、対象者のレ
セプトから受診勧奨対象
者の受診開始をした者を
特定し、「受診勧奨によ
り、医療機関への受診を
開始した者の率」を算出
。
　・翌年の健診結果から
有所見者割合の実績を確
認。
■予実を検証し、受診勧
奨策の改善を毎年度末に
行う。

・レセプトから受診状況
を確認し、対象者へ受診
勧奨を行うとともに、受
診状況を産業医（産業保
健師）と共有する。
・「受診勧奨により、医
療機関への受診を開始し
た者の率」の取得と予実
の検証を行う運用と体制
を確立する。
・対象者に重症化予防の
保健指導を実施する。
・上記実施に向けての体
制整備を行う。

・レセプトから受診状況
を確認し、対象者へ受診
勧奨を行うとともに、受
診状況を産業医（産業保
健師）と共有する。
・「受診勧奨により、医
療機関への受診を開始し
た者の率」の取得と予実
の検証を行う運用と体制
を確立する。
・対象者に重症化予防の
保健指導を実施する。

・前年度の検討を踏まえ
、受診勧奨方法や内容、
フォロー方法について改
善する。
・引き続き経年分析を実
施する。
・中間の振り返りと見直
しをする。

・前年度の改善策を反映
させた計画を元に施策を
実施する。
・引き続き経年分析を実
施する。

・前年度の改善策を反映
させた計画を元に施策を
実施する。
・引き続き経年分析を実
施する。

・前年度の改善策を反映
させた計画に則り施策を
実施する
【6ヶ年の総合評価】
・2024年度からの事業評
価を行い、改善点を整理
して2030年度からの計画
へ反映する。

生活習慣病の重症化を予防する。
【重症化が懸念されるハイリスク
者への対応】
■重症化予防対象者が一定数いる

糖尿病レセあり割合(【実績値】-　【目標値】令和6年度：61.0％　令和7年度：66.8％　令和8年度：72.6％　令和9年度：78.4％　令和10年度：84.2％　令和11年
度：90.0％)【リスクフローチャートから取得】
【HbA1c測定者で、高血糖と判定された者のうち、糖尿病関連のレセプトがある者の割合】

HbA1c6.5%以上該当者割合(【実績値】-　【目標値】令和6年度：5.0％　令和7年度：4.7％　令和8年度：4.4％　令和9年度：4.1％　令和10年度：3.8％　令和11年度：3.5％)【リスクフローチャートから取得】
【状態コントロール不良の割合（減少）を評価】

予
算
科
目

注1)
事業
分類

新
規
既
存

事業名
対象者 注2)

実施
主体

注3)
プロセス

分類
実施方法

注4)
ストラク

チャー
分類

実施体制
予算額(千円)

事業目標 健康課題との関連実施計画
対象

事業所 性別 年
齢 対象者 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度

アウトプット指標 アウトカム指標

38



血圧レセあり割合(【実績値】-　【目標値】令和6年度：28.0％　令和7年度：40.4％　令和8年度：52.8％　令和9年度：65.2％　令和10年度：77.6％　令和11年度
：90.0％)【リスクフローチャートから取得】
【血圧測定者で、高血圧と判定された者のうち、高血圧関連のレセプトがある者の割合】

収縮期血圧140mmHg以上該当者割合(【実績値】-　【目標値】令和6年度：17.0％　令和7年度：16.0％　令和8年度：15.0％　令和9年度：13.9％　令和10年度：12.9％　令和11年度：11.9％)【リスクフローチャ
ートから取得】
【状態コントロール不良の割合（減少）を評価】

- - - - - -

4 新
規

予備群対策（
若年層の健康
リテラシー向
上）

全て 男女
22
〜
39

被保険
者,基準
該当者

３ イ,エ,オ,ク
,サ

■39歳以下の被保険者の
中で、特定保健指導相当
該当者に対し、生活習慣
病予防を目的とした健康
指導を実施し、翌年度健
診結果により改善度を確
認する。
■新入行員および30歳ド
ック受診者に対し、健康
リテラシー向上を目的と
した健康指導を実施し、
事後アンケートにより健
康に関する理解度や関心
度を確認する。

ア,イ

【健保】該当者の抽出、
健診結果による改善度の
確認、事後アンケートの
分析
【保健師】健康指導の実
施、事後アンケートの作
成・分析
【事業主】対象者への通
知、リモート面談の設定
、事後アンケートの作成
・分析

・対象者を選定し、健康
指導を実施。

・前年度の効果検証を踏
まえて指導内容を改善し
、対象者への健康指導を
実施。
・健診結果による効果検
証を実施。

・前年度の効果検証を踏
まえて指導内容を改善し
、対象者への健康指導を
実施。
・引き続き健診結果によ
る効果検証を実施。
・中間の振り返りと見直
しをする。

・前年度の効果検証を踏
まえて指導内容を改善し
、対象者への健康指導を
実施。
・引き続き健診結果によ
る効果検証を実施。
・40歳時の特定保健指導
該当率による効果検証を
実施。

・前年度の効果検証を踏
まえて指導内容を改善し
、対象者への健康指導を
実施。
・引き続き健診結果によ
る効果検証を実施。
・40歳時の特定保健指導
該当率による効果検証を
実施。

・前年度の効果検証を踏
まえて指導内容を改善し
、対象者への健康指導を
実施。
・引き続き健診結果によ
る効果検証を実施。
・40歳時の特定保健指導
該当率による効果検証を
実施。
・2024年度からの事業評
価を行い、改善点を整理
して2030年度からの計画
へ反映する。

若年からの生活習慣病リスクの低減

【若年層の生活習慣病リスク】
■39歳以下の内臓脂肪症候群該当
者（予備群含む）は一定割合存在
する。これらは40歳になると特定
保健指導対象者となる可能性が高
く、特定保健指導実施率や特定保
健指導対象者割合などに影響する
ために39歳以下であっても肥満解
消、生活習慣病リスクの低減が必
要である。

39歳以下対象者への健康指導実施率(【実績値】-　【目標値】令和6年度：60.0％　令和7年度：70.0％　令和8年度：80.0％　令和9年度：90.0％　令和10年度：95.
0％　令和11年度：100.0％)新入行員、３０歳ドック受診者、３９歳以下特定保健指導相当該当者それぞれの実施率

39歳以下の特定保健指導相当非該当達成率(【実績値】-　【目標値】令和6年度：5.0％　令和7年度：6.0％　令和8年度：7.0％　令和9年度：8.0％　令和10年度：9.0％　令和11年度：10.0％)翌年度健診結果によ
り、特定保健指導相当該当から非該当（情報提供レベル）に改善した率

- 指導参加者の意識変容率(【実績値】-　【目標値】令和6年度：5.0％　令和7年度：6.0％　令和8年度：7.0％　令和9年度：8.0％　令和10年度：9.0％　令和11年度：10.0％)実施後アンケートにより健康に関する
理解度や関心度を確認し、「改善あり」と評価できた率

- 39歳以下の腹囲2cm・体重2kg減達成率(【実績値】-　【目標値】令和6年度：5.0％　令和7年度：6.0％　令和8年度：7.0％　令和9年度：8.0％　令和10年度：9.0％　令和11年度：10.0％)翌年度健診結果により
、腹囲2cm・体重2kg減を達成した率

10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000

8 既
存

インフルエン
ザ予防接種補
助

全て 男女
0

〜
74

加入者
全員 １ エ,ケ,サ

■事業主並びに、健保組
合から、加入者に対して
、接種を奨励。
■補助金申請手続きはWE
Bにより実施する。

ア,カ,コ,シ

■被保険者が予防接種を
受け易くなる集団接種の
体制を事業主と共同で整
備。
■健保加入者には健保か
ら、その他の従業員は事
業主から、上限2,000円を
補助。
■WEBによる申請方法に
ついては、分かりやすい
案内を行う。

・事業主と共同で、加入
者のインフルエンザ予防
接種を促す。

・事業主と共同で、加入
者のインフルエンザ予防
接種を促す。

・事業主と共同で、加入
者のインフルエンザ予防
接種を促す。

・事業主と共同で、加入
者のインフルエンザ予防
接種を促す。

・事業主と共同で、加入
者のインフルエンザ予防
接種を促す。

・事業主と共同で、加入
者のインフルエンザ予防
接種を促す。

インフルエンザの感染拡大防止に、予防接
種費用の補助を維持する。

・被保険者はもちろん、被扶養者
の予防接種を強化し、インフルエ
ンザ罹患の軽減に努めることが求
められる
・呼吸器疾患の医療費が大きく、
効果的な予防策が必要である。

予防接種補助の通達発信(【実績値】1回　【目標値】令和6年度：1回　令和7年度：1回　令和8年度：1回　令和9年度：1回　令和10年度：1回　令和11年度：1回)
年1回

補助金申請者の割合(【実績値】65.7％　【目標値】令和6年度：67.5％　令和7年度：70.0％　令和8年度：72.5％　令和9年度：75.0％　令和10年度：77.5％　令和11年度：80.0％)割合法廷=補助金申請者数÷加
入者数（10月末加入者数）

300 300 300 300 300 300
体
育
奨
励

5 既
存

ソフトボール
大会費用補助

母体企
業 男女

0
〜
74

加入者
全員 ３ ケ,ス

労組の企画であるが、母
体企業の全社員および家
族の参加を可能としてい
る。

ア
・労組企画のスポーツイ
ベント（ソフトボール）
に健保が協賛。
・費用は、健保が30万円
まで負担。

・労組・事業主が企画・
運営するスポーツイベン
トの費用を補助する。

・労組・事業主が企画・
運営するスポーツイベン
トの費用を補助する。

・労組・事業主が企画・
運営するスポーツイベン
トの費用を補助する。

・労組・事業主が企画・
運営するスポーツイベン
トの費用を補助する。

・労組・事業主が企画・
運営するスポーツイベン
トの費用を補助する。

・労組・事業主が企画・
運営するスポーツイベン
トの費用を補助する。

運動習慣のある加入者を増やす。 該当なし（これまでの経緯等で実
施する事業）

イベント開催回数(【実績値】1回　【目標値】令和6年度：1回　令和7年度：1回　令和8年度：1回　令和9年度：1回　令和10年度：1回　令和11年度：1回)年1回 参加者数(【実績値】750人　【目標値】令和6年度：750人　令和7年度：750人　令和8年度：750人　令和9年度：750人　令和10年度：750人　令和11年度：750人)750人（延べ）

注１) １．職場環境の整備  ２．加入者への意識づけ  ３．健康診査  ４．保健指導・受診勧奨  ５．健康教育  ６．健康相談  ７．後発医薬品の使用促進  ８．その他の事業
注２) １．健保組合  ２．事業主が主体で保健事業の一部としても活用  ３．健保組合と事業主との共同事業
注３) ア．加入者等へのインセンティブを付与  イ．受診状況の確認（要医療者・要精密検査者の医療機関受診状況）  ウ．受診状況の確認（がん検診・歯科健診の受診状況）  エ．ＩＣＴの活用  オ．専門職による健診結果の説明  カ．他の保険者と共同で集計データを持ち寄って分析を実施  キ．定量的な効果検証の実施

ク．対象者の抽出（優先順位づけ、事業所の選定など）  ケ．参加の促進（選択制、事業主の協力、参加状況のモニタリング、環境整備）  コ．健診当日の面談実施・健診受診の動線活用  サ．就業時間内も実施可（事業主と合意）  シ．保険者以外が実施したがん検診のデータを活用  ス．その他
注４) ア．事業主との連携体制の構築  イ．産業医または産業保健師との連携体制の構築  ウ．外部委託先の専門職との連携体制の構築  エ．他の保険者との健診データの連携体制の構築  オ．自治体との連携体制の構築  カ．医療機関・健診機関との連携体制の構築  キ．保険者協議会との連携体制の構築  ク．その他の団体との連携体制の構築

ケ．保険者内の専門職の活用（共同設置保健師等を含む）  コ．運営マニュアルの整備（業務フローの整理）  サ．人材確保・教育（ケースカンファレンス∕ライブラリーの設置）  シ．その他

予
算
科
目

注1)
事業
分類

新
規
既
存

事業名
対象者 注2)

実施
主体

注3)
プロセス

分類
実施方法

注4)
ストラク

チャー
分類

実施体制
予算額(千円)

事業目標 健康課題との関連実施計画
対象

事業所 性別 年
齢 対象者 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度

アウトプット指標 アウトカム指標
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